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国土交通省住宅局
建築指導課

課長　小川富由

建築基準法の大改正として性能規定を中心とする新たな基準

の検討が急がれていた平成９年の春，性能規定の導入を中心議

題として米，加，豪の建築基準の担当者が集まるから日本も是

非出席して欲しいとのお話を米国側からいただいた。改正作業

で米国の規制事情を調査させて頂いたのが縁でのお声がけであ

った。本来，建築規制は安全性の確保を主眼とした人類でもっ

とも古い規制の一つであるが，それだけ地域性が強く，各国の

独自性が強いという性格を持っている。性能規定の導入は，そ

の建築規制のあり方に対して新しい地平を開くものとして各国

の興味が高まっており，５月の週末ロサンゼルス空港に隣接し

たホテルで缶詰となって議論した。この会合が発展して，現在，

IRCCとして各国の基準作成の責任者たちが毎年会合を重ねてい

る（HPはhttp://www.ircc.gov.au/）。今年の11月には第17回の会

合が４年ぶりに日本で開催され，懐かしい顔ぶれと再会すること

ができた。この間，米国では３地域に分かれていた標準建築基準

作成団体が統一されたり，欧州では統合の一層の進展があったり，

ダイナミックな動きが見られる。国際的な潮流としては，規制が

何を求めているのかをはっきりさせるという方向であり，さらに

建築規制の範囲つまり建築物に求める性能についても構造安全，

火災安全，環境衛生などを中心に，バリアフリーや省エネなど新

たな課題が議論されていることも概ね共通している。各国で異な

るのは，それを検証する方法で，仕様規定，試験方法，認定方法

など多様であるし，法と検証方法との法的関係も様々である。こ

れらの仕組みをどの程度共通のものと考えるべきか，規制と国際

標準化が進む規格との関係をどう整理すべきかといった議論があ

るとともに，要求が必ずしも事故のリスクを合理的に反映してい

ないのではないか，など議論は活発である。基準作成者相互の理

解が進むことで国際調和も視野に入りつつあるのが興味深い。



今年は阪神大震災から満10年，「品確法」（正式

名称「住宅の品質確保の促進等に関する法律」）

の施行から満5年，という節目の年となる。いず

れも戸建て住宅の生産と品質保証体制を見直す大

きな契機となった。この機会にそれらがもたらし

た影響などを筆者なりに捉えてみよう。

阪神・淡路大震災の教訓

阪神・淡路大震災によって夥しい木造家屋が倒

壊した情景は今も脳裏から離れない。当時，全建

総連（全国建設労働組合総連合）が組織した木造

家屋被害調査団のメンバーとして現地に入った時

の記憶が甦ってくる。

家屋の全壊が11万１千，半壊が13万７千，焼失

家屋は７千に及んだ。６千４百人の犠牲者を出し

たが，その多くが倒壊してきた家屋の下敷きとな

ったのである。家屋が倒壊さえしなければ犠牲は

免れたはずだし，失うものも少なかったに違いな

い。家屋の倒壊は，住む人の生命を脅かし，財産

や生活の場を失うだけではない。電線やガス，水

道の配線，配管類を断ち切ることになり，火災を

発生させ，拡大させる大きな原因にもなる。近隣

への影響も甚大である。隣家に損傷を与え，道路

の方向に倒れ出せば，人や車に危害が及び，また

救助や消防活動を妨げることになる。いうまでも

なく被害を大きくした原因の多くはこうした倒壊

によるものであった。

一般の戸建て住宅として，最も多く建てられて

きたのが在来木造。それだけに倒壊したものが目

立ったのだが，耐え残ったものも多かった。建設

年代の古い木造住宅の中にも被害を免れたものは

多かった。それらはしっかりと造られたもので日

頃からの手入れも行き届いていたものであった。

逆のいいかたをすれば，被害の大きかった古い木

造住宅は，手入れしないままに土台や柱が腐った

り，白蟻の被害をうけていたりしたものが多かっ

たということだ。その原因の一つは腐朽状態が外

部から見え難かったこと。火災から守るための外

壁にモルタルが塗り込められていたからだ。

基礎の構造や高さにも問題があった。地震によ

って脆くなっていた足元がすくわれ倒壊したの

だ。木の弱点は「腐ること」，そして「燃えるこ

と」。燃やさないためのモルタルが，木を腐らせ

る原因となったり，点検や維持の妨げとなったり

したのでは何にもならない。この外壁モルタルが

剥がれて落ちる被害も目立った。その原因の多く

は，下地の構造にあった。モルタルの付着を良く

するために金網（ラス）を張るのだが，このラス

と止め釘が錆でボロボロになっていた。新しいう

ちはよかったが耐久性では不十分だった。

合理化された最近の材料や工法も長期的に見れ

ば，性能の持続が疑わしいものも少なくない。点

検や交換のし易さも重要なポイントである。メン

テナンスには費用と手間がつきもの。それが安全

を得るための代償であり，住まいへの愛着，価値

を高めることにつながる。メンテナンスフリーと
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いう住まいは世界中どこを探してもない。

建物の一部が壊れても，倒れさえしなければ避

難も出来るし，家財も持ち出せる。建物も応急処

置を施せば生活も可能だし，その後の復旧，補強

のための負担も嵩まない。

なにがそれを分けたのか，どんな建物が倒壊を

免れたのか。市街地に建てられる木造住宅には，

さまざまな性能や機能が複合的に求められる。

その良い例が壁量の確保だ。耐震性のためには

いうまでもなく多い方が安全だ。しかしながら，

陽当りや採光，通風，使い勝手，そしてデザイン

などから大きな開口部が採られる。こうした背反

する条件にどのように対応するかだが，自ずと優

先されるべきものがある。それらを調和させ，高

めてこそ，よりよい住まいとなるのだが，性能と

いうモノサシによって比較，判断されるようにな

ったことが大きな変化だった。

阪神・淡路大震災を契機に住宅取得者の意識が

安心・安全に関わる性能を重要視するようになっ

た。当時，大手住宅会社が行った調査結果がそれ

を如実に示している。それまでの取得者の意識は，

「陽当り」，「間取り」，「広さ」が重視点の上位を

占めていたが，「耐震性」，「建築工法」，「耐火性」

と入れ替わり，地盤，基礎，構造に大きな関心が

寄せられるようになった。

技術情報の非対称性

住宅供給者側は十分に情報を開示し，取得者が

自己責任の下で的確な判断ができ，安心して住宅

を建設・取得できるようにということでスタート

したのが「品確法」であった。

この法律には「住宅を選択する際の判断基準の

充実を通して，住宅の生産からアフターサービス

まで一貫して住宅の質が確保されるような枠組み

の構築を図るため，瑕疵担保責任の充実や住宅性

能表示に係る制度」などが盛り込また。

国民生活センターなどに寄せられた住宅に関す

る相談件数の増加傾向も背景にあった。住宅取得

者に不安，不利を抱かせる状況があったからだ。

そうした不安，不利を消費者に与える状況を経

済学では「市場の不完全」といい，住宅の取得者

と供給者との間に「情報の非対称性」が存在する

からだという説明もあった。つまり，住宅の質に

関して住宅供給者は専門的な知識を多くもち，一

般の取得者はそれを少ししか持ち得ない。だから

両者は情報に関して対等の立場にないというのが

「情報の非対称性」だ。

医療の分野でも医師と患者の間の「情報の非対

称性」をどう埋めるかが課題だという。 医学，

医療技術の進展が著しいというのに医療過誤，医

療ミス事件が頻発するのは，体制や構造に問題が

あるからだろう。経済効率優先の医療，医師・看

護婦などの医療従事者の体制，人手不足と労働強

化などがその背景にあるようだ。

こうした高度化する医療と複雑化する体制が情

報を医師の側に偏在させることになる。インフォ

ームドコンセント，つまり事前説明は患者との

「情報の非対称性」を埋める方法の一つだ。ただ

疾病が慢性疾患となると内容も違ってくるとい

う。急性の場合は医師側の情報が完全に支配する

が，慢性疾患はむしろ患者本人の方がよく知って

いる。また，必ずしも大病院である必要がない。

ホーム・ドクター的な地域の開業医による継続的

な診療が安心や信頼をもたらすことにもなる。

こうした関係は住宅取得の新規と建替えのケー

スにも当てはまりそうである｡建替え需要などは

居住してきた住まいのケアとリンクしている。不

具合とサービスとの折り合いでクレームにもなる

し，信頼感を増すことにもなる。ただ満足事例は

クレーム事例に比べて顕在化することは少ないだ

けである。そうした家守り機能は地域の小規模シ

ステムが貢献してきたところでもあり，得意とす
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る分野でもある。

「情報の非対称性」は注文によって建てる場合

にもいくつかのタイプに分かれる。

一つは，「お任せ」で棟梁に頼んだもののやき

もきすることが多く，遂には寝込んでしまうとい

うケースだ。

その対局には，普請道楽という施主もいる。大

工にあれこれ指図し，手を加えるのを無類の悦び

とするケースである。両極のこの二つは，ともに

発注者と受注者との間に情報のギャップ，つまり

「非対称性」が存在することになるが，消費者に

不安，不利を抱かせるケースが前者の例だ。

かつての在来的な住まいづくりにはそれほどの

情報ギャップはなく，情報の多くを共有してきた。

地域が限られており，生産に関わる人も用いられ

る資材や工法も限られていたし，生活の様式も今

日ほど多様ではなかったからだ。

だがそれも社会経済の構造変化とともに，注文

の内容を設計図書で明確に示し，監理や検査でチ

ェックしないと安心できないということになった。

トレーサビリティー

「牛肉トレーサビリティ法」（正式名称「牛の

個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特

別措置法」）が，2003年12月１日から施行され，

国内で肥育された牛肉の生産履歴情報の開示が義

務づけられるようになった。一年後には，その対

象が小売店や専門料理店にまで拡大された。これ

によって生産者から小売店に至るすべての段階

で，国産牛の種別や産地，処理日などの生産履歴

情報が分かるようになった。

BSE（牛海綿状脳症・狂牛病）騒動以降，食品

の安全性を保証する手段としてこのように生産履

歴情報が開示されるようになった。政府もトレー

サビリティの導入を促しており，小泉純一郎首相

を本部長とする政府のIT 戦略本部がまとめた新

しいe-Japan戦略では，「2010年までにあらゆる食

品のトレーサビリティを実現する」という目標を

掲げている。

食品をはじめ様々な商品について，生産・加

工・流通・販売・消費の各段階の履歴を確認でき

るシステムの構築が始まっている。その基本は，

使われた原材料を特定する仕組み，そして使われ

た原材料が安全性に問題がないかを証明する仕組

み，の二点だ。

食品のトレーサビリティが実現された場合，食

品の安全性が高まると考える人が多いのだろう。

なにしろ生産者と消費者の乖離は地球規模に及ん

でいるのだ。そのために多くの手間，コストをか

けることにもなる。つい先ごろ，テレビの報道番

組で農産物をつくっている老夫婦が「自分たちの

仕事ぶりを知っている人たちだけが，買いに来て

くれるのだから，表示の必要はない」と話してい

たのが強く耳に残っている。

このトレーサビリティ的な活動は，住まいづく

りにも及んでいる。いうまでもなく，品確法や性

能表示制度の施行を契機として，住宅についての

自己表示，評価機関による表示が拡がりつつある。

住宅選びのための情報開示，消費者向けのものだ

が，住宅生産者の選別，評価にもつながっている。

第三者評価とは，顧客視点での顧客発想による評

価ということに他ならない。こうした形式的な評

価の情報をこえたところにも一定程度の市場があ

る。住まいと生活の価値を高めるための情報であ

り，大工や特定の地域工務店の存在に関心をよせ

るのはこだわりをもつ普請道楽的な顧客だ。

全棟性能表示住宅

住まいづくりの世界でも，この手のトレーサビ

リティや格付けの活動が拡がっている。総ては顧

客への判断情報の提供として位置づけられる。

性能表示住宅は，つくられた住宅に対するが格
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付けだし，ISO9000sは，住宅をつくっている企

業活動に対する格付けだ。前者は結果，後者はそ

の過程を対象としており，そのどちらが優位かは，

ニワトリかタマゴかの議論に近くなる。

普及が遅々としていた「性能表示住宅」だった

が，ようやく評価実績が右肩上がりの伸びを見せ

はじめた。住宅性能評価機関等連絡協議会の「評

価実績集計システム」から「設計表示」などの交

付実績を拾ってみよう。

先ず表１だが，交付実績は設計，建設ともに年

度を追うごとに高まっている｡といっても2003年

度で全着工住宅の10％を少し上回った程度だ。戸

建て住宅で約８％だから，共同住宅が優勢の推移

となっている｡しかし，その差は縮まっており，

逆転しそうな勢いである。受付けに対する交付の

割合も高まっており，業務として定着してきたこ

とがうかがえる。

同様に設計表示に対する建設表示の件数差も縮

まってきており，一体のものとして扱われるよう

になりつつあるようだ。特に戸建て住宅ではその

傾向を強めている。

表２では，戸建て住宅の工法別の動向を見てい

るが，木造在来工法が過半を占めるようになって

きた点が目をひく。非木造（鉄鋼系）プレハブも
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表１　住宅の性能評価書交付実績（設計・建設／受付・交付／一戸建て・共同別）

表２　一戸建ての住宅の工法別内訳（設計評価・交付）

表１～３は性能評価機関等連絡協議会　hp:http;//www.hyouka.jp/jisseki/index.phpより作成

＊12～14年度までは内訳が確認できた件数のみ

設計（受付）

建設（受付）

設計（交付）

建設（交付）



勢いをみせているが，大手住宅企業がこの品質表

示の方針を打ち出したこともあり，弾みがつきそ

うな気配だ。

表３では，戸建て住宅のうち，工法別に持家と

分譲の構成を見ている｡木造在来工法では2003年

度になって，主軸が分譲から持家へとシフトして

いる。パワービルダーによる供給が，建売りか売

立てかによって生じた動向と見るべきだろう。あ

わせて鉄鋼系プレハブが持家中心の展開を見せて

いるのに比べると市場が同じとはいえない。

いずれにしても戸建て住宅の表示住宅において

木造在来工法の持家比率が高まったという点は特

筆すべきことだろう。

「全棟性能表示住宅」を掲げる住宅メーカー，

ビルダーが目につくようになった。また，木造在

来・注文系の大手企業，ビルダーも昨年あたりか

ら全面展開に乗りだしたとも聞いている。ただし，

「全棟性能表示住宅」といっても幅がある。中には，

分譲物件だけが対象の全棟のケースもあるようだ

し，設計交付だけのケースも含まれているようだ。

このように内実にはかなりの温度差がある。と

はいえ工務店の世界でもこの「性能表示」という

格付けは避けては通れない事態となりつつある。

ある地域ビルダーでは，性能表示制度のスター

トと同時に，手がける住宅全棟を性能表示の対象

とすることに踏み切った。その効果があってか完

工高は，2001年度から17億円，19億円，25億円と

年々完工高を伸ばし，年間100棟を超えるまでに

なったところもある。全てが木造注文住宅で，性

能表示は設計と建設のセット。年間50棟以上を手

がける企業で，この条件を全棟に適用していると

ころはここだけだろう。性能表示が追い風になっ

ているのは確かなようだが，それをうまく受止め，

生かせる体制，経営姿勢があってのことだろう。

基礎コンクリートの品質試験

医療に従事する医師と看護婦，検査や調剤，ケ

アなどに協業，分業の体制が敷かれ，産業を形成

して久しい。その規模は就業人口で600万人，総

生産額で50兆円といわれている。

建設産業もこれに近いが，住宅産業となるとそ

の半分強というところだろうか。産業の構造は協

業，分業というよりも元請と下請，そしてその下

請けという階層化によって産業を形成してきた。

町場の戸建て住宅の建設現場も以前と比べると整

然としてきた。木っ端などの加工屑が消えたこと

がもっとも大きな理由だろう。言いかえれば現場

で加工するものが少なくなり，製品調達が多くな

ったということだ。

基礎コンクリートの打ち上がきれいになったこ

とにも感心させられる。形状寸法も端正で，仕上

がりの肌も美しい。かつて当たり前のようだった

ジャンカや打ち継ぎ跡がまったくみられなくなっ

た。スチール型枠に，生コン・ミキサー車，そし
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表３　一戸建て住宅の利用属性（持家・分譲／主な工法別）

＊12～14年度までは属性が確認できた件数のみ



てポンプ車にバイブレータ。超高層ビルの建設現

場の装備が，町場の住宅建設現場でも日常的に使

われる時代になったのだ。最近はほとんどがベタ

基礎になった(写真１)。以前に比べるとコンクリ

ートの使用量は格段に増えている。生コンの値段

は，m3 １万数千円，トン当たり５千円もしない。

現場まで届けてくれてこの値段だ。こんな安い建

材は他にはない。たっぷりと惜しげもなく使える

建材の代表格だ。基礎の厚さを厚くし，型枠を強

固にして打ちやすくしたことが端正で美しい基礎

コンクリートを生み出している最大の理由だろう。

しかし，心配なこともある。シャバシャバの水

のようなコンクリートが打たれることだ。施主自

身によるWebページの「住まいづくり日誌」を覗

いていたらコンクリート打ちの表現に「あ～あ～

っ川の流れのように」というのがあった。あまり

に水っぽいコンクリートに不安を抱いているの

だ。この手のweb日誌の中には写真つきで微に入

り細に入り工程を紹介し，素人とは思えないほど

の専門的な解説をつけている。「川の流れのよう」

と表現した施主は「コンクリート試験」は依頼す

べきで，「スランプテストをして駄目だったら持

ち帰ってもらいますよ」と伝えておくと対応が違

う，とも書いている。

業界団体でが生コンの品質確保のために「不適

切な加水行為」撲滅パンフを作成してよびかける

ほど，コンクリートに水を加えるケースが絶えな

いようだ。その理由として考えられるのは，「打

ってなんぼ」といわれる手間請けの世界，厳しい

単価の所為なのか。しかし，打ちやすさと引き換

えに，強さや耐久性というコンクリートに求めら

れる品質が犠牲にされてはかなわない。所定の品

質を確保するには現場で荷卸された生コンが求め

た品質のものであるかどうかの確認とそれを適切

に打ち込み，適切な養生を行うことが施工者の管

理責任であることはいうまでもない。荷卸地点で

の生コンの品質確認は施工者側で行うのが本来だ

が，近年はそれにも第三者性が求められるように

なってきた。

「テストピース採取業務つきコンクリート試験」

などのサービスを利用する工務店も少なくない

(写真２)。性能表示制度の実施を機に品質管理シ

ステムを整備し，基礎コンクリートについて採取

試験・強度試験を実施したのはむしろ小規模工務

店の方だった。その費用は一回につき１万８千円

（打設時に現場でスランプテストなどを行い，１

週と４週の圧縮強度試験を含む）。その試験成績

書のコピーを施主に渡している。
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写真１　戸建て住宅の基礎コンクリートの打設工程 写真２　基礎コンクリートの品質試験



基礎コンクリートの品質管理については，採取

試験や強度試験以前のこととして，かぶり厚のチ

ェックや現場養生などやらなければならないこと

が数多くある。顧客からコンクリート強度が出て

いるかとの質問を受けることもあるが，先のweb

日誌のような打設や養生の状態を見て心配になる

ケースだ。打設時の降雨，打設後の気温条件など

について専門知識に長けた顧客が増えていること

も背景にある。しかし，顧客のクレームは見えが

かりの部分に多く，基礎コンクリートのひび割れ

に関するものとなる。そのためにも第三者による

試験成績書が説得力をもつ。

プレハブ・メーカーのうち，３年程前から全棟

について実施している企業もある。品確法が契機と

いうよりもコンクリートのひび割れのクレームを減

らすのが動機となった。こちらは直系の施工会社が

直接実施している。そのために社内に試験機を導入

するとともに基準類の整備，人材（コンクリート技

士などの取得）育成，配置をすすめてきたという。

これらの動向を反映して，戸建て住宅現場を対

象とする採取，試験を実施する体制も整いつつあ

る。○○地域名や固有名詞に建商，商事，サービ

ス, 企画，材検，試験サービス，試験，試験所な

どがついた機関が，14千円～20千円の試験料金で

応じている。コンクリートの打設時に第三者がス

ランプテストやテストピース採取を行うことで，

コンクリートの品質確保に好ましい影響をもたら

す時代になったということだろう。

戸建て住宅の生産現場にも，瑕疵担保責任保証，

性能評価表示，基礎コンクリートの品質試験をは

じめ，地盤調査，地盤改良，そして工事検査など

の機能が新しく介在するようになった。いわば住

宅産業のニュービジネスともいえるものだ。安心，

安全のための，と前置きを付してよいだろう。

くりかえすことになるが，「品確法」は購買者

と供給者の両者間の「情報の非対称性」の是正を

目的とした消費者保護政策である。しかしその手

段は，地域の小規模システムと広域市場で展開す

る大手企業とは自ずと異る。情報の性質，保有の

形態などの違いも大きい。

大組織のそれは知識化され，学習によって得た

ものを組織的に利用するのに対し，小規模システ

ムのそれは，経験に裏付けられたものであり，事

業主のもとに蓄積され，総合化されたものだ。な

によりも小規模のそれには住まいのカスタマーか

らプロデュサーの領域に踏み込み，共有できる多

くの「つくる」要素を備えている点が強みだ。

賢い顧客がどちらの生産者を選ぶか，いうまで

もなく発信する情報の質如何による。
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写真３　戸建て住宅の最近のこそ・床組み工法
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住宅の基礎コンクリートについては，住宅金融

公庫の「木造住宅工事共通仕様書」において，呼

び強度24（気温10℃以上）・スランプ18cmが標

準仕様とされており，「住宅の品質確保の促進等

に関する法律（品確法）」への対応ともあわせて，

打設時点においてコンクリートの品質と強度の確

認を行うことが重要となっています。

また，コンクリートの強度は耐久性とも密接に

関連しており，住宅の寿命の観点からも基礎コン

クリート強度の確認は重要です。

しかしながら，一般的に２階建以下の木造住宅

の場合は建築確認申請書に構造計算書の添付を必

要としないこともあって，これまでは基礎に使用

されるコンクリート自体の品質・強度やその確認

手法については必ずしも十分な注意が向けられて

こなかったように思われます。

ところが，近年，基礎コンクリートの品質管理

試験を，第三者機関である（財）建材試験センタ

ー（以下，センター）で実施するケースが増加し

つつあります。当センターの工事材料部で行って

いるコンクリートの圧縮強度試験の実績を見ても，

住宅基礎コンクリート関連の試験依頼件数は平成

12年（2000年）以降大きく増加しています。（図１）

この背景としては，一つには，平成12年の「住

宅の品質確保の促進等に関する法律（品確法）」

の施行を機に，住宅供給事業者・ユーザーの双方

が基礎のひび割れに絡んでコンクリートの品質・

強度についても強い関心を持つようになったこと

があげられます。特に，性能評価住宅については，

「住宅紛争処理の参考となるべき技術基準」の中

で基礎コンクリートに関わる劣化事象としてひび

割れの幅・深さの数値によって瑕疵の可能性が高

いかどうか判断されることになったことから，そ

の影響は評価住宅にとどまらず新築住宅全般に及

んでいるものと考えられます。

また，住宅供給事業者によるISO 9001（品質

管理システム）の認証取得が進んできたこともあ

って，品質管理プロセスを明確にし，検査履歴を

文書化して整備するケースが増えてきたことも第

三者機関を利用した品質管理試験を行う理由の一

住宅基礎コンクリートの品質管理試験について

西脇清晴＊

＊（財）建材試験センター中央試験所　工事材料部管理室

図１ （財）建材試験センターにおける住宅基礎コン
クリート試験受託件数の推移（2004年度は見込み）

1．はじめに



つと考えられます。

もちろん，基礎に関わる問題はコンクリートの

品質・強度だけではなく，地盤の状況・基礎の設

計・施工の良否が絡みあって起きるものですが，

基礎コンクリートの品質管理試験（受入検査）を

適切に行うことによってコンクリートの品質を確

保し，ひび割れ等の問題を引き起こすリスクの低

減に加え，ユーザーの信頼を確保することも期待

できます。

次章では，コンクリートの品質管理における試

験内容について簡単に説明いたします。

レディーミクストコンクリート工場でも製造者

としての品質管理検査（自主検査）が行われてい

ます。また一方，住宅の施工者サイドではレディ

ーミクストコンクリート工場からの納入書によっ

て，発注した製品かどうかの確認を行います。し

かしながら，コンクリートは半製品という形で現

場に納入される特殊な製品であるため，施工現場

における受入れ時（フレッシュ時）の品質・性状

と硬化後の強度について，専門の第三者の目によ

って確認することが品質管理の面から有効です。

通常，レディーミクストコンクリート受入れ時に

打設現場で実施される試験項目としては，主とし

てJASS 5（日本建築学会　建築工事標準仕様

書・同解説　鉄筋コンクリート工事）に基づいて

行います。なお，以下の説明では，コンクリート

の種類は普通コンクリートを前提としています。

2.1 フレッシュコンクリートの試験

（1）スランプ試験

試験は，JIS A 1101（コンクリートのスランプ

試験方法）に従って行います。

スランプとは，フレッシュコンクリートの柔ら

かさの程度を示す指標であり，試料（コンクリー

ト）をスランプコーンに手順に沿って詰めた後，

スランプコーンを鉛直に引き上げ，試料の中央部

の下がり量（cm）で表されます。（図２）

住宅金融公庫の標準仕様では18cmとされてい

ます。スランプ値18cmの場合の許容差は±2.5cm

であることから，15.5～20.5cmが許容範囲となり

ます。スランプ値が過大の場合，単位水量が過多

となり強度の低下やひび割れ発生の原因になる恐

れがあります。

（2）空気量試験

試験は，JIS A 1128（フレッシュコンクリート

の空気量の圧力による試験方法－空気室圧力方

法）に従って行います。空気量を測定する試験方

法には他の方法（容積法など）もありますが，現

場ではこの方法が一般的です。

空気量とは，フレッシュコンクリートに含まれ

る空気の容積のコンクリート容積に対する百分率

（％）で表したものです。測定はエアメータで行

い，試料を密閉した容器に入れて圧力をかけるこ

とにより，コンクリート中の空気の体積が収縮す

るのを利用（ボイルの法則）して測定されます。

また，この測定方法には注水法と無注水法があ

ります。通常，現場では無注水法で行われていま

す。無注水法より注水法の方が精度は良いと言わ

れていますが，一定水準以上の技術を有する試験

員（資格制度については次章参照）が行えば実用

的には問題がないと思われます。
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図２　スランプの測定方法

2．コンクリートの品質管理における試験内容



この空気量試験は，耐凍害性に必要な空気量が

混入されているかどうかを調べる試験であり，普

通コンクリートでは３～６％が適正値です。少な

いと耐凍害性に劣り凍結融解によるひび割れ発

生・耐久性の低下が懸念され，多すぎると強度が

低下することになります。

（3）塩化物量測定

測定は，JASS 5 T-502（フレッシュコンクリ

ート中の塩化物量の簡易試験方法）によって行い

ます。測定器は，精度，再現性，簡便性及びその

他の性能について，（財）国土技術研究センター

の技術評価を受けているものを使用することにな

っています。

測定器の種類としては，コンクリートを容器に

必要量取りその中に測定器のセンサーを入れて直

接測定するものや，専用容器に骨材を除いたモル

タルを入れてろ過したブリーディング水から測定

するものなどがあります。いずれもプリンター機

能が付いているため測定した記録が残せます。

塩化物量の測定は，鉄筋の発錆に影響する塩化

物量が許容値内にあるかを調べる試験であり，通

常，コンクリート１m3中に0.3kg以下とされてい

ます。多すぎると鉄筋が発錆し，かぶりコンクリ

ートがはく離する可能性があります。

（4）温度測定

この測定には，現在JIS規格等の標準化された方

法がありませんが（標準化に向けて調査・実験等

は進められています。），フレッシュコンクリート

の試験には必ず必要とされている項目です。

打設時点でのコンクリートは，外気温よりも

５℃程度高くなる傾向にあります。適正な温度範

囲は５℃～35℃とされていますが，これより低い

場合は初期凍害や強度増進の遅延，高い場合には

コールドジョイントの発生や長期の強度低下が懸

念され，夏季や冬季のコンクリート打設には注意

が必要です。

（5）供試体の作製

試験ではありませんが，上記の（1）～（4）の試験

や測定の際，一緒に圧縮強度試験用の供試体注１を

６本作製します。これは，JIS A 1132（コンクリート

の強度試験用供試体の作り方）に従って行います。

2.2 コンクリートの圧縮強度試験

（1）コンクリート強度について

コンクリートの強度の表現として，住宅金融公

庫の共通仕様書などでは「呼び強度」が使用され

ています。これは，レディーミクストコンクリー

ト工場にコンクリートを発注する場合の強度区分

であり，設計基準強度や耐久設計基準強度をもと

にして次のように決定されます。

①設計基準強度と耐久設計基準強度

設計基準強度は，コンクリート構造物などの設

計（構造計算）において基準とするコンクリート

の強度で，通常，打設後28日の圧縮強度で表現さ

れます。JASS 5では，普通コンクリートの設計

基準強度は，18，21，24，27，30，33及び36N/mm2

を標準としています。

耐久設計基準強度は，構造物や部材の供用期間

に応じて必要とされるコンクリートの圧縮強度で

す。コンクリート構造物の寿命に影響する中性化

速度は，圧縮強度が高い程（水セメント比が小さ

いほど）遅くなることから，より長い寿命を期待

するのであれば高い強度のコンクリートを使用す

る必要があります。なお，耐久設計基準強度は法

令によるものではなく，より高い耐久性を望む発

注者や設計者が自主的に定めるものです。

JASS 5では，計画供用期間と強度の関係はつ

ぎのように示されています。
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注１ 供試体：各種試験を行うために所定の形状・

寸法になるように作製したコンクリート，モルタル

などの試験用の成形品。ここでは，φ10cm，高さ

20cmの円柱状のコンクリート成形品のことをいう。



計画供用期間注２ 耐久設計基準強度

一般　　　30年　　　　　　18Ｎ/mm2

標準　　　65年　　　　　　24Ｎ/mm2

長期　　 100年　　　　　　30Ｎ/mm2

②呼び強度

レディーミクストコンクリート工場への発注

は，「設計基準強度と耐久設計基準強度の高い方

の値＋供試体と構造体の強度差補正値（３Ｎ

/mm2）＋気温による補正値（気温により０，３

または６Ｎ/mm2）」を「呼び強度」として発注す

るのが通常です。なお，呼び強度には単位（Ｎ

/mm2）をつけないのが普通です。

ただし，住宅の基礎のように小規模な構造物の

場合は，打設から28日後までの予想平均気温が

10℃以上の場合は「呼び強度24」，２℃以上10℃未

満の場合は「呼び強度27」で発注してもよいもの

とされています（JASS 5「29節　簡易コンクリー

ト」）。因みに，住宅金融公庫の木造住宅工事共通

仕様書では，この数値が標準仕様とされています。

実際には，各住宅供給事業者の品質方針，建築

物の規模・立地条件・建設時期等によってそれぞ

れ異なった呼び強度が選択され，発注されている

のが現状のようです。

（2）圧縮強度試験

試験は，JIS A 1108（コンクリートの圧縮強度

試験方法）に従って行います。

試験機は，JIS B 7721（引張・圧縮試験機－力

計測系の校正・検証方法）によって校正・検証さ

れた１等級以上の精度を有する1000ｋＮ圧縮試験

機を使用します。

供試体３本の圧縮強度の平均値により次のよう

な判定・判断を行います。

①材齢28日（強度管理材齢）の圧縮強度試験

設計基準強度を満足しているかどうかを判定す

るために行われる強度試験であり，「構造体コン

クリートの強度推定のための圧縮強度試験」と呼

ばれています。供試体は現場水中養生（現場内あ

るいは最寄りの信頼のおける試験機関の屋外水中

養生）されたもので行います。JASS 5によると

構造体コンクリート強度の検査の判定式は，以下

のようになっています。

判定基準　　Ｘ≧Ｆｑ

Ｘ　：３個の供試体の平均値（Ｎ/mm2）

Ｆｑ：品質基準強度（Ｎ/mm2）

（設計基準強度＋３Ｎ/mm2及び耐久

設計基準強度＋３Ｎ/mm2のうち大

きい方の値）

②材齢７日の圧縮強度試験

材齢７日の結果から材齢28日の強度を推定し，

万一のコンクリートの不具合に早期に対応するた

めに実施されるものです。これは「調合強度の管

理試験」と呼ばれています。供試体は標準水中養

生（温度20±２℃の水中で養生）されたもので行

います。JASS 5や公共建築協会の「公共建築工

事標準仕様書」では，強度の推定式は以下のよう

になっています。

推定式　　Ｆ28＝Ａ×Ｆ７＋Ｂ

Ｆ28：材齢28日の圧縮強度の推定値（Ｎ/mm2）

Ｆ７：材齢７日の圧縮強度（Ｎ/mm2）

Ａ,Ｂ：セメントの種類によって決まる係数

（普通ポルトランドセメントの場合

は，Ａ：1.35，Ｂ：3.0）

③その他の材齢の試験

一般に「若材齢試験」と呼ばれ，工事現場の型

枠（せき板）脱型時に所定の強度（５Ｎ/mm2以

上）に達しているかどうかを，圧縮強度試験を実

施して確認する場合もあります。
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注２ 計画供用期間：計画供用期間の年数は，「大規

模補修不要予定期間」です。



これから紹介する「住宅基礎コンクリートの品

質管理試験」は，公的試験機関である当センター

が実施することにより，適正な品質管理と履歴管

理を実現し，住宅の品質とユーザーの信頼感向上

に寄与することを目的としています。

この試験は，依頼者の試験に関する要求事項及

びセンターの試験実施可能なエリアにより２種類

のタイプを使い分けることとなります。（図３）

１つは，コンクリート打設時のフレッシュコン

クリートの試験（試料の採取，各種試験）から試

験室における圧縮強度試験までを一括受託して行

う「現場品質管理試験」のタイプとなります。

またもう１つは，依頼者（申込者）に供試体を

作製していただくことになりますが，宅配便及び

簡易型枠などを利用して圧縮強度の確認のみを行

う「強度検査セット」のタイプとなります。

3.1 現場品質管理試験

この試験は，以下のように行っています。

（1）試験対象

住宅の布基礎，べた基礎に使用されるコンクリ

ートを試験対象としています。

（2）試験実施エリア

試験実施エリア（建築工事現場のエリア）は，

東京都，埼玉県，千葉県，神奈川県，茨城県南部

などとなります。

（3）試験依頼・連絡

依頼を受けますと，担当の試験室から建築現場

の所在地・打設時間等の確認をいたします。フレ

ッシュコンクリートの試験については，建築現場

のあるエリアを考慮し，センターの登録採取試験

会社注３から選定を行い，試験員を派遣します。

（4）試験項目

①フレッシュコンクリートの試験

派遣された試験員は，コンクリート打設時に，

試料採取，スランプ試験，空気量試験，塩化物量

測定，温度測定及び供試体の作製を行います。

（写真１）

これらを行う試験員は，「コンクリート採取試
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図３　住宅基礎コンクリートの品質管理試験　実施フロー

3．住宅基礎コンクリートの品質管理試験

注３ 登録採取試験会社：建設現場におけるコンク

リートの試験業務が正確・公正に実施されるように

するため，センターでは「採取試験会社登録制度」

を行っています。採取試験会社の試験技術者，試験

設備・機器等について適格性を審査のうえ登録し，

登録名簿を公開しています。



験技能者認定制度」注４で認定された有資格者です。

②コンクリートの圧縮強度試験

上記の試験の際に作製された圧縮強度試験用の

供試体は，採取試験会社で研磨またはキャッピン

グにより載荷面の整形を行いセンターに搬入され，

所定の養生を行った後，材齢７日（標準水中養生）

及び28日（屋外水中養生）で試験となります。

試験は，定期的に整備や校正・検証されたトレ

ーサブルな試験機を使用し，訓練されたセンター

の職員（有資格者注５）によって，正確かつ公正

に行われます。（写真２）

（5）結果の報告・報告書発行

打設日当日のスランプ・空気量試験等のフレッ

シュコンクリートの試験結果は，試験が終わり次

第，試験員の方から結果を報告します。

圧縮強度試験結果は，まず打設日から７日後に

試験を行い，その強度結果から28日強度を推定し，

速報（FAX）にて報告します。その後，材齢28日

の試験を行い，報告書を発行いたします。

3.2 強度検査セット

現場品質管理試験のようにフレッシュコンクリ

ートの試験を行うことはできませんが，「強度検

査セット」（以下，セット）により，材齢28日強
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写真１　打設現場でのフレッシュコンクリートの品
質管理試験状況

写真２　コンクリートの圧縮強度試験状況

写真３　強度検査セット

注４ コンクリート採取試験技能者認定制度：本制

度は，建設現場でフレッシュコンクリートの品質試

験・供試体作製を行う者の技能を，学識経験者・行

政機関等で構成される「認定委員会」において評価

し，適合者を認定する制度です。認定区分は，「高性

能（Fc36N/mm2を超えるコンクリート等に適用）」と

「一般（Fc36N/mm2以下のコンクリート等に適用）」

があり，認定登録技能者は名簿を公表するとともに，

携帯用の「認定登録証」も発行しています。

注５ 有資格者：センターでは，東京都知事認定の

「建築工事施工計画等の報告と建築材料試験の実務講

習会」を受講し，かつ，修了考査に合格した者を試

験責任者の条件としています。

【奥左から，空気量（エアメータ），黒板，試験器具
洗浄用のバケツ。手前左から，塩化物量測定器，ス
ランプ・フロー・温度の計測状況，作製した圧縮強
度試験用供試体（６本）。】

【奥は，梱包用段ボール箱。中左から，返却用宅配便
伝票，簡易型枠（手前はふた，計３セット），供試体
調書。手前左から，突き棒，スコップ。】



度をセンターで確認することができます。これは

試験員の派遣が伴わないため，前述の試験実施エ

リア以外でも申し込むことが可能です。

セットの申し込みから試験までの手順は，以下

のようになります。

（1）申し込み

セット申込書に必要事項を記入し，センターに

FAXします。セットが料金代引き（圧縮強度試験料

金を含む）にて宅配便により届きます。（写真３）

（2）供試体の作製・返送

供試体の作製は，セット申込者が行います。作

製手順等は，センターのホームページでご覧にな

れます。また，作製マニュアルもご用意していま

す。（図４）

作製された供試体を，コンクリート打設場所近

傍で３日間養生した後，最初に送付された状態と

同様に供試体を段ボール箱（再利用）に入れて梱

包し，センターへ宅配便にて返送します。

（3）圧縮強度試験・報告書発行

返送された供試体は，試験室の養生水槽（標準

水中養生）で所定の期間（打設日から28日間）ま

で養生し，試験を行います。判定基準強度または

必要とされる強度が満足していない場合は，試験

室の担当者からご連絡が行きます。

報告書は試験日から１週間程度でお手元に届き

ます。

現在の技術では，ひび割れの全く入らないコン

クリートをつくることは大変困難なことですが，

品質管理試験を適切に実施することにより，発生

要因のいくつかを未然にチェックすることが可能

となります。具体的には，スランプを測定するこ

とによりひび割れ発生の原因の一つである余剰水

の多いコンクリートをチェックすることができま

す。また，型枠脱型時に強度確認を行うことによ

り，脱型時の強度不足によるひび割れを防ぐこと

が可能になります。

こうした品質管理試験の実施を第三者機関に依

頼しその試験結果をユーザーに提示することは，

ユーザーの安心感の確保につながるとともに，試

験結果のデータは，万が一の不具合に対する原因

究明や対応措置の検討に際して大いに役立つこと

と思われます。

さらには，上部構造と異なり容易に改修・リフ

ォームができない基礎について，耐久性を支える

十分なコンクリート強度の確保とその試験結果の

データを残しておくことは，住宅の耐久性を向上

させるとともに，中古住宅の価値を高めるための

有効な手だてともなります。

住宅基礎コンクリートの品質管理試験について

のお問い合わせは，当センターの工事材料部管理

室（TEL 03-3634-9129）までご連絡下さい。

【参考文献】

社団法人日本建築学会：建築工事標準仕様書・同解説
JASS 5 鉄筋コンクリート工事

財団法人住宅金融普及協会（住宅金融公庫監修）：木造住
宅工事共通仕様書

社団法人公共建築協会：国土交通省大臣官房官庁営繕部監
修　公共建築工事標準仕様書

財団法人住宅保証機構：住宅保証だより　平成16年７月号

建材試験情報２　’05 19

図４ 「強度検査セット」供試体作製マニュアル（抜粋）

4．おわりに
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技術レポート

耐火クロス製防火／防煙シャッターの試験体と

異なる開口幅・高さの検証について

西田一郎＊

＊（財）建材試験センター中央試験所　品質性能部防耐火グループ　統括リーダー代理

1．はじめに

2000年の建築基準法改正により，耐火クロス製

防火/防煙シャッター（以下クロスシャッターと

いう）は，遮炎性能による特定防火設備として認

定できるようになった。しかし，評価機関の試験

炉では，高さ・幅共に約3m×3mと限界があり，

申請者の要望である高さ6m・幅20mまで開口部

の拡張は行えなかったのが実情である。そこで，

日本シヤッター・ドア協会と評価機関の間で協議

し，拡張のための検証方法を作成し，認定を行え

る状態になったので以下に拡張方法の説明を行

い，最後に当試験所で開発したエクセルシートで

の簡便な方法を紹介する。

2．検証方法の概要

（1）クロスシャッターの構造

クロス，ガイドレール，座板，抜け止め等で構

成され，代表的な仕様を図１に示す。

（2）防耐火性能試験・評価業務方法書よる判定

① 火炎の噴出がないこと。（ただし，10秒を超

えて継続しないものは除く）

② 発炎がないこと。（ただし，10秒を超えて継

続しないものは除く）

③ 亀裂等の損傷及び隙間がないこと。（但し，シ

ャッターが床に接する部分の隙間10mm以下

は除く）

（3）開口拡張時の判定方法

1）座板の熱変形を検証（水平方向）

座板が熱せられると加熱側と非加熱側の温度差

を生じ座板が水平方向にたわむ。開口幅を拡張す

るとたわみ量が増大し，座板がガイドレールから

抜け出し，隙間が生じることが推測される。そこ

で，試験体の座板変形量を基に開口幅を拡張した

場合の座板の変形量を計算し，ガイドレールから

抜け出さず，隙間が生じないことを確認する。

2）座板の熱変形を検証（垂直方向）

上記同様，座板が熱による変形を起こし垂直方

向にたわみを生じる。開口幅の増加により，座板

底面の部分に隙間が生じる可能性がある。そこで，

試験体の座板変形量を基に開口幅を拡張した場合

の座板の変形量を算出し，座板と床面との間に生

じる隙間が10mm以下であることを確認する。

3）試験圧力（20Pa）によるクロス強度を検証

遮炎性能試験では，ある圧力を架けて試験を行

っている。開口を拡張することにより，クロス端

図１　仕様



部の抜け止めに架かる総荷重が変化し，抜け止め

部のクロスが破損しカーテン部がガイドレールか

ら抜け出す可能性がある。そこで，開口拡大に伴

う総荷重を算出し，クロスが破損しないことを確

認する。また，抜け止め部間にクロスに隙間が生

じ，ガイドレールから抜け出し，炉内に貫通する

隙間があく可能性があるため，抜け出ないための

ガイドレールの大きさを設計する必要がある。

（4）試験

1）クロスの強度試験

① 垂直方向の常温及び熱間クロス強度

② 水平方向の常温及び熱間クロス強度

③ 抜け止め部の常温及び熱間強度

2）遮炎性試験

業務方法書によるが，検証には不利な値を用い

る。

3）追加測定項目

（2）の判定①～③の項目以外に，以下の値を

測定する。

① クロスの熱伸縮量

② 座板の水平方向/垂直方向変形量

③ ガイドレールの抜け止め部近傍の温度

3．計算方法

（1）座板の水平方向熱変形（ガイドレールからの

抜け出し）（図２参照）

熱変形の曲率はサイズに関係なく一定とし，オ

ーバーサイズを検証する。

① 遮炎性能試験時の座板変形量δHZ1から，座

板の熱変形曲率 rHZを求める。

rＨＺ＝[δHZ1
２+（W1/2）２]/（2×δHZ1）… （1）

② オーバーサイズ時（開口幅：W２）の熱変形

よるガイドレール抜け出し量の片側長さ f，

ｆ＝{[2×rＨＺ×sin－1{W2/（2×rＨＺ）}]－W2}/2

……（2）

③ 座板の熱膨張による伸び量を考慮する。

Se＝f－{B×（T－20※）×W2/2}

※:常温（20℃） ……………………（3）

④ オーバーサイズ時（開口幅：W２）の熱変形よ

りガイドレールから抜け出さないためには，

εＺ＞Su＋2×Se ……………………（4）

（2）座板の垂直方向熱変形（隙間貫通）（図３参照）

① 遮炎性能試験時のたわみ量δV1から熱変形に

よるたわみ量δＶＨ１を求める。

遮炎性能試験時のたわみ量δV1は，熱変形に

よるたわみ量δＶＨ１から座板重量によるた

わみ量δＶＧ１を差し引いたもので，以下の関

係式が成り立つ。

座板重量によるたわみ量δＶＧ１

δＶＧ１＝（5×M×W１４）/（384×E×I）……（1）

δＶＧ１及び遮炎性能試験時の座板たわみ量

δV1より，熱変形によるたわみ量δＶＨ１

δＶＨ１＝δV1＋δＶＧ１　　………………………（2）

② 熱変形たわみ量から，熱変形曲率ｒＶＨを求

める。
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δHZ1

図２　座板の水平方向の熱変形



rＶＨ={δＶＨ１
２＋（W１/2）２}/（2×δＶＨ１）…（3）

③ オーバーサイズ時のたわみ量δＶ２を求める。

オーバーサイズ時（開口幅：W２）の熱変形

によるたわみ量δＶＨ２，

δＶＨ２＝ｒＶＨ（1－cosθＶ）

＝ｒＶＨ－（ｒＶＨ
2－（W２/2）２）１／２……（4）

オーバーサイズ時の重量変形によるたわみ

量δＶＧ２，

δＶＧ２＝（5×M×W２４）/（384×E×I）……（5）

∴δＶ２＝δＶＨ２－δＶＧ２ …………………（6）

④ オーバーサイズ時（開口幅：W２）の熱変形に

よる座板端部と床面の間に発生する隙間は，

δＶ２≦10mmを満たすことが必要である。

（3）試験圧力（20Ｐａ）によるクロス強度

図４のオーバーサイズ時のように，製品の開口

高さ及び開口幅が大きくなると，クロスのたわみ

が変化し，クロス各部に加わる負荷が大きくなる。

1）遮炎時の垂直方向のクロスについての検証

遮炎時垂直方向のクロスたわみで座板が持ち上

がらない為には，次式の成立が必要。（図５参照）

MＳ≧（P×10－６×rＶＡＳ/9.8）

×cos（sin－１（（H/2）/rＶＡＳ））…………（1）

（MＳ算出時のクロス長さは，lＶＡＳ＝Hと考える。）

（1）式よりrＶＡＳを算出し，FＺ,lＶＢＳ,δＶＡＳを

算出。
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図３　座板の垂直方向の熱変形

図４　試験圧力（20Pa）時のクロスの形状

図５　クロス垂直方向のたわみ

δV1



（ＭＳの代入数値を目標とし，rＶＡＳ の近似値をエ

クセルのゴールシークにより算出）

クロスに加わる張力FＺ（N/mm）

FＺ ＝P×10－６×rＶＡＳ ……………………（2）

遮炎前のクロス長さlＶＢＳ（mm）

lＶＢＳ＝lＶＡＳ×（1－ＮＳＶ×10－２）－１ ………（3）

lＶＡＳ遮炎時のクロス長さ（mm）

lＶＡＳ＝rＶＡＳ×2×θＶＡＳ

θＶＡＳ遮炎時曲率角度（rad）

θＶＡＳ＝sin－１（（H/2）/rＶＡＳ）

遮炎時垂直方向のクロスたわみ量δＶＡＳ（mm）

δＶＡＳ＝rＶＡＳ×

（1－cos（sin－１（（H/2）/rＶＡＳ）））……（4）

①垂直方向クロス強度ＮＡＦＶ（N/mm）の確認

ＮＡＦＶ＞FＺ　　　………………………………（5）

2）遮炎時の水平方向のクロス（Ⅰ）についてクロ

ス水平方向については開口幅が大きくなった場合

鉛直方向の負荷により図６のように中央付近の

クロスたわみが矯正される場合と矯正されない場

合に分かれる。

クロス曲率範囲Ｖ（（7）式）により場合分けを

行う。クロスたわみが矯正される場合（図６参照）

（Ｖ≦Ｗ/2）……水平方向（Ⅰ）

遮炎時の水平方向のクロスたわみ（Ⅰ）につい

ては，次式が成立する。

δＶＡＳ＝εＡＳ×

（1－cosθＨＡＳ）/（θＨＡＳ－sinθＨＡＳ）……（6）

（6）式よりθＨＡＳ を算出し，算出したθＨＡＳ

から，クロス曲率範囲V（mm）を算出する。

（（6）式δＶＡＳの代入数値を目標とし，θＨＡＳ の

近似値をエクセルのゴールシークにより算出）

εＡＳ＝
(W＋2εBS)×(1－NSH×10－2)－W

２

クロス曲率範囲V（mm）

V＝（δＶＡＳ/（1－cosθＨＡＳ）×sinθＨＡＳ…（7）

（7）式において算出したVの値が，V≦W/2

であれば遮炎時ガイドレール部クロス張力FＡＳ

（N/mm）を（8）式より求める。

遮炎時ガイドレール部のクロスに加わる張力

ＦＡＳ（N/mm）〈V≦W/2の場合〉

FＡＳ＝P×10－６×δＶＡＳ/（1－cosθＨＡＳ）…（8）

3）遮炎時の水平方向のクロス（Ⅱ）についてク

ロスたわみが矯正されない場合

（Ｗ/2＜Ｖ）……水平方向（Ⅱ）

遮炎時の水平方向のクロス（Ⅱ）については次

式が成立する。

W＝（2εＡＳ/（（θＨＡＳ/sinθＨＡＳ）－1）……（9）

（9）式よりθＨＡＳを算出し，ガイドレール部クロ

ス張力FＡＳ（N/mm）（10式）及びクロスたわみ

δＨＡＳ（11式）をそれぞれ算出する。

（（9）式にWの代入数値を目標とし，θＨＡＳの近

似値をエクセルのゴールシークにより算出）

遮炎時ガイドレール部のクロスに加わる張力

FＡＳ（N/mm）
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NSH

図６　クロスの水平たわみ
（クロスたわみが矯正される場合）



FＡＳ＝P×10－６×W/（2×sinθＨＡＳ）－1）…（10）

遮炎時水平方向のクロスたわみδＨＡＳ（mm）

δＨＡＳ＝W×（1－cosθＨＡＳ）/（2×sinθＨＡＳ）

……（11）

4）遮炎時のクロス抜け止め部の検証

① 抜け止め部の強度は次式を満足することが

必要。

ＮＡＨ＞（FＡＳ×H）/（n＋1）……………（12）

ＮＡＨ：抜け止め部熱間強度（N/個）

FＡＳ：遮炎時ガイドレール部のクロスに加

わる張力（N/mm）

H ：開口高さ（mm）

ｎ：抜け止め個数

クロス縦縫製の場合は次式も満足することが必

要。

ＮＡＦＨ＞FＡＳ ……………………………（13）

ＮＡＦＨ：水平方向のクロス熱間強度（N/mm）

② 遮炎時抜け止め部間のクロス抜けの検証

（検証例：抜け止め６箇所）

「水平方向クロス（Ⅰ）」の検証の場合，（1）

（4）式にて求めた遮炎時クロス曲率半径rＶＡＳ，

遮炎時クロスたわみ量δＶＡＳを使用して（15）式

以降の検証を行う。

「水平方向クロス（Ⅱ）」の検証の場合，（14）

式にて遮炎時クロス曲率半径rＶＡＳを算出し，δＶ

ＡＳをδＨＡＳに置き換えて（15）式以降の検証を行

う。

（（14）式にδＨＡＳの代入数値を目標とし，rＶＡ

Ｓの近似値をエクセルのゴールシークにより算出）

δＨＡＳ＝rＶＡＳ×（1－cos（sin－１（（H/2）/rＶＡＳ）））

……（14）

図８のように圧力が加わる前は，クロス抜け止

め部は一定ピッチ（P）とする。

圧力が加わると，SFi（SF1～SF7）の割合で各

抜け止め部に負荷が加わる。（SF1～SF7は垂直方

向のクロスたわみにより算出する。

K＝（H/2）－S

－rＶＡＳ＋δＶＡＳ　　……………………………（15）
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図７　水平方向のクロスのたわみ

図８　負荷が架かる前の
抜け止めの位置

図９　負荷が架かった瞬間の
抜け止めの位置



負荷が加わると図９のようにクロス抜け止め部

が，負荷の割合によりST１～ST７に変化する。

ここで，ST１～ST７は次式を満足しなければ

ならない。（STi＝SFi×A）

H＝2×Σ（（ＪＡ/2）２－（SFi×A）２）１/２ …（16）

（16）式よりＡを算出し，算出したＡから各

STiを算出し，（17）式より加圧後の抜け止めピッ

チPiを算出する。（（16）式にHの代入数値を目標

とし，Aの近似値を エクセルのゴールシークによ

り算出）

……（17）

次に，抜け止め部間の一番小さいＰ４について

クロスが抜け出さないか検討する。（図10参照）

抜け止め部は次式が成立する。

P4＝2×（JＡ/2θｎ）×sinθｎ…（18）

（18）式よりθｎ を算出し，算出したθｎ から

nｔを（19）式により求める。

（（18）式よりＰ４の代入数値を目標とし，θn

の近似値をエクセルのゴールシークにより算出）

nｔ＝（ＪＡ/2θｎ）×（1－cosθｎ） …（19）

クロス抜け止め間のクロスが抜け出ない為には

次式を満足することが必要。

Sn＞nt×sinθＨＡＳ …（20）

4．考察

（1）座板の水平方向熱変形検証について

拡張幅が大きくなると，座板の熱による伸び出

しも大きくなるため，ガイドレールから座板が抜

け出す可能性がある。例えば，表１の20ｍでは，

抜け出してしまうため，座板の両端から52mmの

位置にボルトを設けガイドレールから抜け出さな

いようにしてある。

（2）座板の垂直方向熱変形検証について

拡張幅が大きくなればなるほど，座板の重さが

大きくなるため，座板の浮き上がりはなくなる傾

向にあるため，10ｍ以下のところを重点的に検証

を行えば良いことが分かる。

（3）遮炎時圧力20PS時のクロス等の強度確認と

遮炎性の確認について

抜け止めと抜け止めの間のクロスが，20Paの

圧力によりガイドレール以上の隙間が生じ，貫通

してしまう可能性がある。この数値は，クロスの

微妙な長さ変化からも顕著に数値が変化すること

が分かる。そのため，遮炎前（熱収縮する前）の

クロスにおいても，20Paの圧力によりガイドレ

ール以上の隙間が生じ，貫通しないかの再度の検

証を必要としている。

5．おわりに

当センターでは，当面拡張高さ6m，拡張幅

20mを上限に評価を行うことにしている。

また，拡張幅が10mを超え，幅20mまでの評価

については，更に安全性を確保するために有限要

素法による３次元解析を実施している。

また，大空間を区画する工法として上記の特定

防火設備に加え，水幕による特定防火設備が最近

開発されている。これらについても今後紹介して

いく予定である。
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図10 抜け止めの間の隙間



検証フロー図
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エクセルシートでの計算例
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1．試験の内容

日鉄鋼板株式会社から提出された間仕切り壁

「イソバンド（受付第03A2915号）」及び「エスガ

ード間仕切り（受付第03A2916号）」について，

気密性試験を行った。

2．試　験　体

試験体の主な構成を表１に示す。

試験体は，目地嵌合部が２箇所ある試験体Ａと

目地部をシーリング処理した試験体Ｂの２種類で

ある。

試験体図を図１及び図２に示す。

3．試験方法

試験体Ａ（受付第03A2916号）は微小流量計を用

いた試験方法により通気量を求め，試験体Ａ（受

付第03A2915号）及び試験体Ｂ（受付第03A2915

号，受付第03A2916号）は圧力減衰法による測定

から通気量を求めた。各測定方法を以下に示す。

（1）微小流量計を用いた気密性試験

試験は，図３に示す試験装置を用いて試験を行

った。

試験装置は気密箱，加圧ポンプ，差圧計，微小

流量計などから構成されている。加圧ポンプを用

いて気密箱内を加圧することにより試験体前後の

圧力差を段階的に変化させ，その際の通気量を微

小流量計を用いて測定することにより圧力差－通

気量曲線を求めた。

結果の算出方法を以下に示す。

本試験において，各圧力差における通気量は標

準状態（20℃，１気圧）に換算し，次式により算

出した。

 

試験報告

間仕切り壁の性能試験

この欄で掲載する報告書は依頼者の了解を得たものです。

（受付第03A2915号，受付第03A2916号）

表１



ここに，Ｑ：標準状態における通気量（m3/h）

ｑ：測定時の空気密度における通気量（m3/h）

T０：293（K）

T１：室内の絶対温度（Ｋ）

P０：1013 hPa

P１：室内の気圧（hPa）

また，本試験において圧力差と通気量の関係は

次式によって回帰できる。

ここに，ΔP：試験体前後の圧力差（Pa）

ａ：通気率〔（m3/h）/Pa1/n〕

ｎ：隙間特性値（無次元） 通常１～２

今回の試験では，（2）式で求めた通気量回帰式

から，目地部の単位長さ当たりの通気量QLを算

出した。

（2）圧力減衰法

試験は，図４に示す試験装置を使用して試験を

行った。
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図１　試験体Ａ（受付第03A2915号）

図２　断面詳細図



試験装置は気密箱，加圧ポンプ，差圧計，切替

えバルブなどから構成されている。最初，加圧ポ

ンプを用いて気密箱内を適当な圧力に設定し，所

定の圧力差に到達させる。次に切替えバルブを用

いて圧力測定側に切替え，時間の経過に伴う気密

箱内の圧力の変化（この場合は減少）を測定した。

なお，試験体の気密性が高く，圧力差の測定が大

気圧の変化の影響を受ける場合は，大気圧も併せ

て測定し，差圧計の測定値から大気圧の変化量を

差し引いた値を実際の圧力差とした。また，今回

の試験で使用した大気圧計の測定精度は±30Pa

であるため，測定開始から終了までの間の大気圧

の変化量が30Pa以下であった場合は，補正は行

わなかった。

圧力減衰法の測定原理を以下に示す。

気密箱内の微小時間の圧力降下は，dP/dtであ

り，この時の通気量をV･dp/dt（Pa・m3/h）とす

ると，通気量は試験体内外の圧力差に比例するた

め次式が成り立つ。

ここに，V：気密箱内の容積（＝0.33m3）

P：気密箱内の絶対圧力（Pa）

Pi：試験室内の絶対圧力（Pa）

K：隙間特性比例定数（m3／h）

t ：時間（h）

（3）式を変数分離して解くと次式で示される。

ここに，Pe：初期の気密箱内の絶対圧力（Pa）
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図３　微小流量計を用いた気密性試験装置概要

図４　圧力減衰法用試験装置概要



従って，測定結果から気密箱内外の圧力差と時

間の関係から，定数Ｋを求めることができる。

また，一般に温度が一定であれば気体の状態式

は次式が成り立つ。

これより，圧力一定のもとでの体積変化は体積

一定のもとでの圧力変化に等しいから次式が成り

立つ。

従って，（3）式と（6）式を基に通気量は以下

で表すことができる。

ここで，P－Pi＝ΔPとおくと，

ここに，ΔP：気密箱内外の圧力差（Pa）

両辺を積分して解くと，

ここに，Ｃ：積分定数

ここでｔ＝０の時，積分定数Ｃは初期の気密箱

容積を表すので，これをＶeとおくと，（8）式を

基に次式で表すことができる。

は単位時間あたりの通気量を表す

ので，これをＱ0とおくと通気量計算式は次式で示

される。

ここに，Q０：単位時間当たりの通気量（m3／h）

（8）式を標準状態（20℃，１気圧）に換算す

る場合，次式で求められる。

ここに， Q：標準状態における通気量（m3/h）

T０：293（Ｋ）

T１：室内の絶対温度（Ｋ）

P０：1013（hPa）

P１：室内の気圧（hPa）

今回の試験では，測定結果を基に圧力差と通気

量の関係を（11）式から求め，更に目地部の単位

長さ当たりの通気量QLを算出した。

また，（4）式から回帰で求めたＫの値が0.01未

満であった場合，試験装置の測定限界以下と見な

し，通気量計算式は測定限界以下とした。ただし

参考として，（11）式から求めた通気量計算式を

記載した。

4．試験結果

各試験体の気密性試験結果を表２～表４及び図

５～図14に示す。（次ページ以降に掲載）

5．試験の期間，担当者及び場所

期　間　平成16年１月16日から

平成16年３月３日まで（受付第03A2915号）

平成16年１月20日から

平成16年３月17日まで（受付第03A2916号）

担当者　環境グループ

試験監督者　藤本哲夫

試験責任者　和田暢治

試験実施者　南　知宏

場　所　中央試験所
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表２　気密性試験結果（受付第03A2915号）

表３気密性試験結果（試験体Ａ，受付第03A2916号）

表４　気密性試験結果（試験体Ｂ，受付第03A2916号）

図５　気密性試験測定結果（試験体Ａ，受付第03A2915号）

図６　気密性試験回帰結果（試験体Ａ，受付第03A2915号）
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図９　気密性試験回帰結果（試験体Ｂ，受付第03A2915号）

図11 圧力差と通気量の関係（試験体Ａ，受付第03A2916号） 図12 気密性試験測定結果（試験体Ｂ，受付第03A2916号）

図13 気密性試験測定結果（試験体Ｂ補正後，受付第03A2916号） 図14 気密性試験回帰結果（試験体Ｂ，受付第03A2916号）

図10 気密性試験測定結果（試験体Ａ，受付第03A2916号）

図７　気密性試験測定結果（試験体Ｂ，受付第03A2915号） 図８　気密性試験測定結果（試験体Ｂ補正後，受付第03A2915号）



コメント……………

建築部材の気密性能（通気性能）を評価する場

合，通常室内外に圧力差が生じたときの通気量を

測定することによって評価を行っている。評価方

法については，建具，防火設備，換気口等は，

JIS規格や建築基準法等に等級や基準値が定めら

れており，この場合，測定方法についても定めら

れている。具体的には，試験体前後に圧力差を設

定したときの通気量を，オリフィスやピトー管，

風量測定管等を用いて測定する方法である。なお，

この測定方法は上記建築部材以外においても，あ

る程度通気する建築部材に対してであれば，有効

な測定方法である。

一方，近年の建築物の高気密化に伴い，防火設

備のスクリーン部分，ゴムシートの重ね合わせ部，

クリーンルーム等で用いる内壁材（外壁材）の嵌

合部等，高気密化された建築部材の通気量測定の

要望が増えてきた。このような部材の通気量を測

定する場合，上記測定方法では測定不能なほど通

気量が少ないため，別の測定方法を用いる必要が

ある。

高気密化された部材の通気量の測定方法は，以

下の２種類が挙げられる。

①微小流量計（フローメータ等）を用いて通気量

を測定する方法

②圧力減衰法を用いて通気量を測定する方法

①の方法は，建築部材内外に圧力差が生じたと

きの通気量を直接測定する方法であり，先に説明

した測定方法における通気量測定部分が異なるだ

けである。②の方法は，建築部材内外に圧力差を

設定し，時間経過における圧力差の減衰を測定し，

圧力差と時間の関係から通気量計算式を算出する

方法である。この方法は，①の測定方法において

も，測定不能なほど少ない通気量を求める場合に

用いる。

今回の試験対象となる間仕切り壁は，主にクリ

ーンルーム内部の間仕切り壁として使用するもの

である。クリーンルームは，室内を加圧すること

によって，ちりやほこりが室内に入らないように

している。従って，内壁材や間仕切り壁の嵌合部

などは，高気密性能が要求される。

試験体は嵌合部内部の気密材の仕様が２種類，

さらに嵌合部のシーリング処理の有無の合計４種

類である。また試験は，①または②の測定方法を

用いて圧力差と通気量の関係式を算出した。

シーリング処理なしの試験体については，気密

材の仕様の違いによって通気量関係式に差が生じ

たが，シーリング処理ありの試験体については，

気密材の仕様に関わらず，測定結果は試験装置の

測定限界以下であった。

今回行ったクリーンルーム用の間仕切り壁な

ど，高気密性能が要求される建築部材に関する性

能評価については，基準値や規格が定められてお

らず，今後このような高気密部材の性能に関して，

規格や基準値を定めていく必要があると考える。

（文書：環境グループ　南　知宏）
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平成７年１月17日に発生した兵庫県南部地震で

は，多くの建物が倒壊等の被害を受けた。その後

の調査結果では，昭和56年に施行された新耐震基

準前の古い木造軸組工法住宅の被害は当然とし

て，比較的新しく建てられた木造軸組工法住宅に

おいても，壁量の不足，壁の偏った平面配置，接

合部の緊結不良などの被害要因が挙げられた。

そこで，平成12年の建築基準法施行令の改正に

より，木造軸組工法の建物においても構造計算の

枠組みが整備され，仕様規定の充実が図られるな

ど多くの規定が改められた。今回，施行令第46条

の必要壁量や壁倍率そのものには改正が加えられ

なかったが，大臣の認定における壁倍率の算定方

法，それに伴う試験方法の見直しが実施された。

主なポイントは，次の３点である。

① 正負繰り返し加力が採用された。

② 柱脚等の浮き上がり等を防止する試験方法

が取り入れられた。

③ 倍率１に対応する単位長さ当たりの耐力が

1.27kN（＝130kgf）から1.96kNに引き上げら

れた。

当センターでは，法に基づく性能評価機関の指

定を受け，壁倍率の性能評価を行っている。ここ

では，壁倍率評価のための「木造耐力壁及びその

倍率の試験・評価業務方法書」から，耐力壁の面

内せん断試験方法について紹介する。

試験体の仕様は，実状に合わせた現実的なもの

とする。以下に標準的な試験体の仕様を示す。

（1）試験体の形状

標準的な試験体例の形状を図１に示す。試験体

は，幅1820mm又は2000mm，高さ2730mm（芯々

寸法）程度の２Ｐを標準としているが，試験可能
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木造軸組耐力壁の面内せん断試験方法

赤城立也＊

試験のみどころ・おさえどころ

１．はじめに ２．試験体

＊（財）建材試験センター中央試験所　品質性能部構造グループ

図１　標準的な試験体例



な最大寸法は，幅4000mm，高さ4000mm（芯々

寸法）である。

（2）使用木材

① 使用する木材は柱及び土台が105×105mmの

すぎ製材で，梁が105×180mmのべいまつ製

材を標準とする。

② 柱，土台はJAS乙種構造材３級程度，梁は

JAS甲種構造材３級程度とする。

③ 含水率は20％以下，密度はすぎ製材で

0.42g/cm3，べいまつ製材で0.54g/cm3程度を

目安とする。試験に使用する木材の物性確

認として，試験前又は試験後に含水率及び

密度の測定を必ず実施している。なお，含

水率及び密度の測定は全ての試験体の全部

材について実施する。また，木造住宅の軸

組に集成材を限定して使用する場合は，試

験体の軸組にも同じ集成材を用い試験を行

う。この場合，使用した樹種や寸法以外に

強度等級等の詳細な情報を報告書に記載す

る。

（3）仕口

柱脚，柱頭の仕口は短ほぞ（深さ50mm，厚さ

30mm，幅85mm程度）とする。以下に仕口の構

造方法を示す。

① タイロッド式：ほぞに２本のＮ90くぎ打ち

とする。

② 載荷式又は無載荷式：試験時に柱脚，柱頭

の仕口が先行破壊しない構造方法とする。

（4）試験体数

試験体数は３体とする。

面内せん断試験装置を図２に示す。

（1）加力装置

試験では，試験体に適切な繰り返し荷重が加え

られる加力装置を使用する。当センターでは，面

内せん断試験装置とコンピューターによる自動制

御式の加力試験機を使用し，迅速かつ人的要因

（試験実施者）によるばらつき防止に努めている。

（2）測定装置

変位測定は，電気式変位計（容量：300mm及

び100mm，非直線性：0.3及び0.1％RO，感度：

33.33×10－６／mm及び100×10－６／mm）を使用

し，動ひずみアンプ又はデーターロガーを用いて

荷重及び変位データを連続的にコンピューターに

記録する。

測定は，柱頂部及び柱脚部の水平方向変位

（DG１及びDG２），柱脚部の鉛直方向変位（DG

３及びDG４）について行う。

（3）試験体の設置

試験体は，Ｍ16ボルトと座金ｔ9.0×Ｗ80mmを

用いて，土台の３箇所程度を試験装置に固定する。

以下にタイロッド式と載荷式又は無載荷式の相違

点を示す。

1）タイロッド式

タイロッドには，最初にレンチ等である程度ナ

ットを締め付けてなじませた後，一端ナットを解

放する。その後，ナットを手締めとする。試験時

には，タイロッドの浮き上がり拘束力をタイロッ

ドに貼付したひずみゲージで測定する。

2）載荷式又は無載荷式

柱頭，柱脚の仕口部分が先行破壊しないように

取り付けた引き寄せ金物及び羽子板ボルト等の締

め付けは，手締め又はトルク管理（トルク値：20

Ｎ・ｍ程度）とする。

（4）加力方法

試験体の土台を面内せん断試験装置の固定台に

緊結した後，加力中の試験体の面外倒れを防ぐた

め梁部に振れ止めを取付け，荷重が試験体にスム

ーズに伝達できるようにする。その後，梁部に加
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力用ジグを介して荷重を加え，試験体にせん断変

形を与える。加力方法の詳細は，以下に示す。

1）タイロッド式

① 正負交番繰り返し加力とし，繰り返しは，

原則として真のせん断変形角が１/600，１

/450，１/300，１/200，１/150，１/100，

１/75，１/50radの正負変形時を各３回行う。

② 正加力を続け最大荷重に達した後，最大荷

重の80％の荷重に低下するまで又は真のせ

ん断変形角が１/15rad以上に達するまで加力

を行う。

2）載荷式又は無載荷式

① 正負交番繰り返し加力とし，繰り返しは，

原則として見掛けのせん断変形角が１/450，
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図２　面内せん断試験装置例
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１/300，１/200，１/150，１/100，１/75，

１/50radの正負変形時を各３回行う。

② 正加力を続け最大荷重に達した後，最大荷

重の80％の荷重に低下するまで又は見掛の

せん断変形角が１/15rad以上に達するまで加

力を行う。

試験で得られた荷重－せん断変形曲線を用い

て，荷重－変位包絡線及び完全弾塑性モデルの作

成，短期基準せん断耐力の算出を行う。ただし，

荷重－せん断変形曲線に用いる変位は，

タイロッド式：真のせん断変形｛δ＝DG１－

DG２－（DG３－DG４）×Ｈ／Ｂ｝，

載荷式又は無載荷式：見掛けのせん断変形

｛δ＝DG１－DG２｝とする。

図３に作成例を示す。また，当センターでは面

内せん断試験のデータ解析ソフトを開発し，迅速

に評価できる体制をとっている。

（1）包絡線の作成

最大荷重は，破壊荷重時のせん断変形角が１

/15rad以下の場合には，その値を最大荷重として

扱い，破壊荷重が１/15radを超える場合には，変

形角が１/15radに達するまでに得られた荷重の最

大値を最大荷重とする。

試験で得られた荷重－せん断変形曲線をもとに

各加力段階１回目の曲線を連続的につなぎ合わ

せ，上位包絡線を作成する。これを荷重－せん断

変形包絡線と称する。

（2）短期基準せん断耐力の算出

短期基準せん断耐力(Po)は，次の（ａ）～（ｄ）

で求めた耐力の平均値に，それぞれのばらつき係

数を乗じて算出した値のうち最も小さい値とす

る。ばらつき係数は，母集団の分布形を正規分布

とみなし，統計的処理に基づく信頼水準75％の

50％下側許容限界値をもとに(ｉ)式より求める。

ばらつき係数＝１－CV・ｋ　・・・（ｉ）

ここに，CV：変動係数

ｋ：0.471（ｎ＝３）

（ａ）降伏耐力Py

（ｂ）終局耐力Puに（0.2／Ds）を乗じたもの

（ｃ）最大耐力Ｐmaxの２／３

（ｄ）特定変形時の耐力（タイロッド式：真

のせん断変形角１／150rad，載荷式又

は無載荷式：見掛けのせん断変形角

１／120rad）

なお，降伏耐力Pyを含め，初期剛性Ｋ，終局

耐力Pu及び構造特定係数Dsは，荷重－せん断変

形曲線の包絡線より以下の手順に従って求める。

① 包絡線上の0.1Pmaｘと0.4Pmaｘを結ぶ直線

（第Ⅰ直線）を引く。

② 包絡線上の0.4Pmaｘと0.9Pmaｘを結ぶ直線

（第Ⅱ直線）を引く。

③ 包絡線に接するまで第Ⅱ直線を平行移動し，

これを第Ⅲ直線とする。

④ 第Ⅰ直線と第Ⅲ直線との交点の荷重を降伏
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荷重Pyとし，この点からＸ軸に平行に直線

（第Ⅳ直線）を引く。

⑤ 第Ⅳ直線と包絡線との交点の変位を元モデ

ルの降伏変位δｙとする。

⑥ 原点と（δｙ，Py）を結ぶ直線（第Ⅴ直線）

を初期剛性Ｋと定める。

⑦ 最大荷重後の０.８Pmax荷重低下域の包絡線

上の変位または１／15radのいずれか小さい

変位を終局変位δｕと定める。

⑧ 包絡線とＸ軸及びδｕで囲まれている面積

をＳとする。

⑨ 第Ⅴ直線とδｕとＸ軸及びＸ軸に平行な直

線で囲まれる台形の面積がＳと等しくなる

ようにＸ軸に平行な直線（第Ⅵ直線）を引

く。

⑩ 第Ⅴ直線と第Ⅵ直線との交点荷重を完全弾

塑性モデルの降伏耐力と定め，これを終局

耐力Puと読み替える。そのときの変位を完

全弾塑性モデルの降伏点変位δｖとする。

⑪ （δｖ／δｕ）を塑性率μとする。

⑫ 塑性率μを用い，

とする。

試験報告書には次の事項を記載する。

（1）試験体

① 試験体の寸法・形状図等

② 接合方法

③ 木材の種類，規格，含水率，密度等

④ 試験体個数

（2）試験方法（別表）

（3）試験結果

① 短期基準せん断耐力

② 降伏耐力Py，（0.2／Ds）×Pu，最大耐力

Pmaxの２/３，特定変形時の耐力時の荷重

（別表）

③ 降伏耐力，終局耐力及び構造特性係数等

（別表）

④ 荷重－せん断変形曲線（包絡線及び完全弾

塑性モデルを含む），荷重－変形角曲線等

（別図）

⑤ 破壊状況（別表及び写真）

（4）試験期間，担当者及び場所

今回紹介した試験方法は，性能評価業務で定め

た業務方法書に準じて実施しているものである。

当センターは性能評価機関としても数多くの実績

があり，この実績をもとに依頼者への適切なアド

バイスができるように体制を整えているので，お

気軽にお問い合せ頂きたい。

次回は，木造床組の面内せん断試験について紹

介する予定である。

お問い合せ先　担当：構造グループ

Tel 048–935–9000 Fax 048–931–8684
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工業標準化法の改正が，昨年６月９日交付され，

今年の10月には新JISマーク制度が発足します。

当センターでは，この制度のポイントについて昨

年12月15日に東京･水道橋のすまい・るホールに

おいて説明会を開催しました。お陰様で約300名

にご参加頂きました。

その際，種々のご意見，ご質問を頂きましたの

で，ここに代表的なものについて紹介し，皆様の

参考に供したいと思います。

・審査の流れは，申請→初回工場審査→初回製品

試験→認証手続き　とあります。

① この中で製品試験は，工場での抜き取りにな

るのでしょうか？

・製品試験は，「登録認証機関で実施」，「申請者

がJIS Q 17025に該当する試験を実施できる場合は

申請者の試験所で実施」，「第３者機関での試験デ

ータを参照」するとあります。

② 製品検査は，JIS規格試験項目の全項目につ

いて実施されますか？

③ 現行の審査事項に書かれている検査項目につ

いて実施されますか？

④ 第３者機関での試験成績書は必須ですか？

⑤ この場合，長期性能に関しての取扱いは決ま

っていますか？

① 初回製品試験用の製品の抜取りは，登録認証

機関が行います。抜取る製品は，認証対象と

なる製品の製造工程を代表し，所定の製造設

備及び製造方法により製造されたものです。

なお，試験のための前処理を必要とする場合

や試験時間が長期を要するような場合は，製

造工場の初回工場審査の前に抜取りを行いま

す。

② 製品検査とは，初回製品試験を指しますが，

当該製品の日本工業規格に定められている

「試験」の項で示された項目は，特に注釈が

なければ試験の対象となります。なお，製品

試験の実施は，登録認証機関が保有する試験

所で行うことを原則としていますが，申請者

の試験所での立会いによる方法や，試験デー

タを活用する方法等もあります。これらの場

合，いずれも該当する部分についてJIS Q

17025が要求する事項を満足すること，或い

はその能力が求められます。

③ 現行の審査事項が試験の対象ですかとのご質

問ですが，初回製品試験は上記で述べたよう

に，当該JIS規格で定めている試験項目につ

いて行います。また，認証維持検査(サーベ

イランス)では，性能が安定して維持されて

いることを確認するために，必要とする試験

項目について実施します。また，併せて認証

維持工場審査も行います。

④ 第３者試験所活用による試験データは，登録

認証機関に報告されますが，試験用製品等の

抜取りは登録認証機関が行います。同所での

試験は，JIS Q 17025の要求事項に該当する

能力について，登録認証機関が実証すること

となります。

⑤ 試験の実施期間が長期に亘る場合について

は，各工業会や関係団体等のご協力を得て，

検討しているところです。

認証維持検査が３年以内に１回とのことです

質問２

回答１

質問１
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が，これは一般認証指針の登録認証機関の証明書

の有効期間が３年以内と明記される(証明書に)と

いうことですか。JISごとによってもこの延長は

無理なのでしょうか？

認証維持検査の頻度については，申請企業の負

担とJISマーク製品の信頼性維持の兼ね合い及び

ISO 9000の制度等を考慮して，経済産業省が定め

る一般認証指針（案）で３年以内と規定されてい

ます。認証機関として出来ることは，品質管理実

施状況を勘案して認証維持検査に係る経費，労力

が低減することだと理解しております。

JNLA制度での試験結果は，何年間の有効期限

がありますか？

自己適合宣言に活用する有効期限は，特にはな

いようです。ただし，当該JIS規格の改正，品質

管理体制やシステムの変更，製造設備の変更等に

よって，製造された製品の品質特性に影響を及ぼ

すような場合は，それらの試験成績書は担保され

ないかもしれません。新規に試験成績書の取得が

必要となります。なお，試験成績書の保管期限は

登録試験所によって異なります。

因みに，中央試験所及び西日本試験所では，帳

票規程により５年と定めております。

① 認証方法として，一般認証指針と分野別認証

指針の２本立てと考えて良いのですか（経済

産業省は，一般認証指針１本で行くとの話を

聞いていますが。）？

② 審査料金を含めた認証手順の細目案はいつ頃

開示されますか？

③ 分野別認証指針の中に，JIS規定された全て

の特性を盛込む必要がありますか（必要な代

表特性ではだめですか。）？

④ 各認証機関間の横断的公正な認証手順，判断

基準が取れますか（バラツキはないのでしょ

うか。）？

⑤ 本制度の改正背景はいろいろあることは理解

しますが，企業（特に輸出入のない商品メー

カ）にとってのメリットは何でしょう？

⑥ 新JIS認証手順，サーベイランスは従来のJIS

公示検査，ISO 9000のサーベイランスと変わ

らない様に思いますが，どこが違うのでしょ

うか？

① 今回の法改正の趣旨からして，分野別認証指

針を作成するのは特別の場合であり，レディ

ーミクストコンクリートとコンクリート二次

製品及び鉄鋼については，経産省で作業を行

っています。この他の分野については作成さ

れる予定はないようです。

② 一般に公開されるのは平成17年10月以降にな

ると思いますが，関係する工業会には平成17

年4月以降，経産省へ申請書を提出した後に

料金についての概要を照会する予定です。

③ 初回製品試験は，原則，品質要求事項をチェ

ックする必要があります。

④ 平成17年4月以降に提出する各認証候補機関

の申請書を国がチェックして，最低限の調整

が行われると思います。また，新JIS登録認

証機関候補連絡会でも調整が行われます。

⑤ 例えば，審査の際の試験データで性能をアピ

ールする等，商品をアピールする手段として

使える可能性が増えると考えています。これ

らについては，申請者と認証機関が知恵を出

していくべきだと思います。

⑥ 基本的には，同じと考えて良いと思います。

（文責：標準部　米澤）

回答４

質問４

回答３

質問３

回答２
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�ISO（国際標準化機構）会議への参加
私が I SOの会議に参加したのは1965年の

TC59(建築一般構造)のミラノ会議からです。当

時，これらに対応する日本の国内委員会は日本建

築学会に事務局が置かれ，建築分野のISO規格の

審議とそれに対する回答や賛否投票を行っていま

した。

その委員長には，計画部門では当時東京大学の

池辺陽教授が担当され，鋼構造部門では同じく仲

威夫教授，火災試験の部門では建築研究所の川越

邦雄所長と斎藤光千葉大学教授が担当されていま

した。また，国の機関としては，当時の通産省，

建設省，消防庁などが関係していました。しかし，

力を入れ始めた頃は余り予算的措置がされていな

いため，各委員の出張は学会の負担する旅費と後

は個人の負担でそれぞれのISO及び関連の委員会

に出張していました。

1965年の会議に出席した当時は，ISOの国際標

準化もやっと軌道に乗り始めた頃でした。案件の

一例を紹介しますと，モデュ－ルの単位呼称をM

と定めたいとの提案がありました（現行のISO-

1006-Building construction modular coordination-

basic module）。この頃，日本ではこの呼称単位

をＳとして定めており，Ｍ呼称はメ－トルと間違

えるので国内委員会では反対をしたのですが，当

時のソ連の代表からソ連はＳの文字がないから，

また事務局からはヨ－ロッパではメ－トルは小文

字のｍで表し，間違いは起きないという事で原案

が決まりました。

投票などにおいても，日本と風土気候の異なる

ヨ－ロッパ地域からの提案には，日本の規格と異

なり内容に多くの問題を抱えていました。例えば

開口部構成材（窓，扉など）の水密性試験方法は

ISO規格では静圧で毎分２リットルの水の吹き付

けであるのに対し，JISでは毎分４リットルの脈

動圧で試験をする事が続いており，それはわが国

の台風や豪雨を想定すれば当然で地域間の違いが

出てきます。しかし，ノルウェ－の北西部の海岸

地域では冬の厳寒時には日本と同じような気象現

象が起きるとのことでした。

�TAG-8（Technical advisory group）
ISO/TAG8（ISOの下に設置された建築関係全

般の専門諮問グループ）国際会議には，日本は

1990年の第７回から出席していますが，その前身

としてDivisional Council( 助言の委員会)が生ま

れ，その後，各分野と調整してTD-3に変わりま

した。

この最初の委員会が1976年６月にジュネ－ブの

ISO 事務局５階で開かれました。その時の私の参

加資格は，当時ＴＣ５９の建築関連の委員会に出

席していたため，参加を求められ，建築分野全体

の様子は知る必要があると思いCorrespondent
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国際標準化と私
－ISO/TAG-8をとおして－

ひょうじゅん

第１回

坂田研究室

坂田種男

連　 載

随 想

▼

▼



member として暫く出席する事にしました。

委員構成は次のメンバ－ですが，当時は各界の

著名な建築家であったようです。

Chair man：Mr. O. Hedlund (Norway)

Members：Prof. G.Blachere (France)

Prof. Dr.S.Kajfasz (Poland )

Mr., C.Mahaffey(to be confiamed)

Mr. L. Norgard   (Denmark) 

Prof. Dr. Gy.Sebestyen(Hungary)(CIB)

Mr. V.I.Sycher (U,S.S.R)

Correspondent member：坂田　種男（Japan）

討議内容は建築分野の標準化作業の現状とこれ

から必要な標準化項目及びその手法について検討

する事でした。そのために各TC（技術委員会）

で取り扱っている調査と，これと対応するCEN

規格とCEN規格以外の各国の持つ規格（当時は

日本の建築関連の英訳規格が少なくこの調査には

含まれていません）が調査されていました。

また，Divisional Councilでは，先ず建築関連の

ISOの基幹となるポリシ－を纏め，以下の通り３

分野を対象にしました。

・ISO/TC59-Bulding construction (建築一般構造)

・ISO/TC71-concret, reinforced concert and pre-

stressed concrete（コンクリ－ト鉄筋コンク

リ－ト，PSコンクリ－ト等）

・ISO/TC98-Bases for design of structures（構造

設計基準）

会議が進む中で，火災試験法の重要性が話題に

のぼり，消火設備及びその試験方法がISO/TC92-

fire safetyとして，検討されました。

建築と土木の分野における標準化のレベルのシ

ステム（System of levels of standards for building

and civil engineering ）の建築と土木の国際規格

に対する提案は，更にレベルが３つに分けられま

した。

レベル１では，基本的規格でかつ重要な建築と

土木工学の構造に関する規格です。一般性能の例

としては，安全要求に関する人の動作寸法，その

モデユールとモデユ－ラ－コ－デイネシヨン，公

差のシステム，ジョインテイングのシステム等の

基本的規格があります。

レベル２は，Wide-ranging standard と幅広く

各部門に共通する生産に関連する規格，優先寸法，

共通する試験方法等があります。例としては，窓，

間仕切り，壁，ドアなどの固有なものではなく共

通する試験方法で，例えば窓やドアは使用される

材料は木材でも金属製でも，その強度や気密性，

遮音性等共通した試験方法を用いる規格です。又

コンクリ－ト構造のようなグル－プで完成される

ものであります。

レベル３は，建築詳細のための記述的規格で建

築の明快に示された生産品，材料，あるいは構成

材とそれに関連する特性，試験方法，例としては

セメント，レンガ，接合材製品，金属製窓，衛生

設備とその設置のための生産品等，又構造部分の

例えば鉄筋コンクリ－トの詳細な記述的基準を言

う，など適用の範囲を明らかにしています。

したがってすべての規格に共通した用語などは

レベル１に入るが，開口部（窓やドア）の試験方

法はレベル２に入り，更に個別の木製の窓，アル

ミ合金製のとそれぞれ材料によって要求性能の異

なる構成材はレベル３になると言えます。

�各分野における対応
この頃から日本でのISO規格への関心が広が

り，次第に今までのような出先機関の仕事から専

門技官の積極的な対応ができるようになりまし

た。そして海外での動きを的確に捉え，国内産業

に寄与する事ができる動きが1979年から当時の通

建材試験情報２　’05 45



産省工業技術院材料規格課から直接ISO規格の標

準化を研修する為に，若木和雄専門官が先ず一年

間，そして1985年から1988年までの３年間をジェ

トロのジュ－ネブ事務所に所長（標準部長）とし

て勤められ，海外との接点としてきめ細かい作業

を進める等の絶大な努力によって現在の基盤が確

保されました。

そのうち，国内での活動も円滑に動き出し，多

くの委員会にご出馬を願って，それぞれの専門的

見地から国際規格と日本の規格の為にご尽力頂い

て今日に至っていると思います。

おわりに

今後，数回に渡って標準化活動に携わった経験

について，記憶にある範囲で記載していきたいと

考えております。

私は計画系ですので，それ以外の各分野での標

準化活動に携わっていた方で，何かお知らせいた

だけることがれば，本誌・事務局へご連絡いただ

きたいと考えております。
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図　ISO組織のシステム図

この図は，04年の11月末にAndy Williams氏（Technical Program Manager）から送られて
来たものでISOのガイダンス用に作られたものです。
綺麗なカラ－印刷になっています。興味深い事には，今年から日本がISOの会長になるの

で，そのために顔を立ててくれたのでしょう。一段高いところにお城の図柄とJISマ－ク，副
議長のドイツのDINが並んでレイアウトされています。
その他，自由の女神とANSI，スイスのアルプスとSNV，エジプトのスフインクスとEOS，

そして他の国際組織UNなどがあり，世界の専門家が関わる事が表されています。

▼
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本試験は，鉄筋の表面形状や表面処理剤の有無，

コンクリートの品質による縦ひび割れ発生時の付

着応力度を求めることを目的としたものである。

従って，ひび割れ荷重が明瞭に把握できるように，

無補強のコンクリート供試体からの引抜き試験と

したものである。

本規格は，主として異形鉄筋の付着性能を試験す

る場合について規定されているが，コンクリート材

料，配合，養生条件，エポキシ樹脂塗装鉄筋，防錆

剤の有無などが付着強さに及ぼす影響を評価する場

合にも，この試験方法を準用することができる。

引抜き試験による鉄筋とコンクリートとの

付着強さ試験方法（JSTM C 2101）について

〇供試体

① 供試体は，表１に示す立方体供試体とし，表

に示す以外の鉄筋を試験する場合には，一辺

の長さを鉄筋の公称直径の６倍とする。

② 引抜き試験用供試体と同時に，圧縮強度試験

用供試体を作製する。

〇コンクリートの品質

コンクリートは，粗骨材の最大寸法を20mm又

は25mmの普通骨材とし，スランプを10±2cm，

材齢28日での圧縮強度を30±3N/mm2とする。

〇コンクリートの打ち込み

① 鉄筋の付着区間外は，コンクリートとの付着を

絶つための適当な処置を施し，鉄筋が載荷面

に垂直となるように型枠内に水平に設置する。

② コンクリートは一層の厚さを10cm以下とし

て，ほぼ相等しい層に分けて打込む。

③ 突き棒または内部振動機によって締め固めを

行い，必要に応じて型枠面に沿ってスページ

ングを行い，型枠側面を軽くたたく。

〇型枠の取り外し及び養生

型枠は，材齢２日で取り外し，その後，試験時

まで温度20±3℃の水中で養生する。

〇試験方法

① 引抜き試験用測定装置を図に示す。引張試験

機は，JIS B 7721（引張・圧縮試験機－力計測

系の校正・検証方法）に規定するものとする。

② 載荷板の穴の直径は，鉄筋の直径の２倍とす

る。

③ 荷重は，衝撃を与えないように一様な速度で

加えなければならない。載荷速度は，鉄筋の

引張応力度が毎分49N/mm2以下となるよう

にする。

④ 表２に従って各すべり量に対する荷重を読み

建材試験センター規格（JSTM）紹介　コンクリート関係　その１　　
－JSTM C 2101－

（引抜き試験による鉄筋とコンクリートとの付着強さ試験方法）

規格基準紹介

藤巻敏之＊

＊（財）建材試験センター中央試験所　品質性能部材料グループ　技術主任

表１　供試体の寸法



とる。

⑤ すべり量が0.002Dに達したときの荷重及び最

大荷重を記録する。ここに，Dは鉄筋の直径

とする。

⑥ 試験を行うコンクリートの材齢は28日とす

る。

〇結果の計算

① 付着応力度を次の式によって，JIS Z 8401

（数値の丸め方）によって有効数字３けたに

丸め，各供試体の付着応力度－すべり曲線を

描く。

ここに，τ：付着応力度（N/mm2）

Ｐ：引張荷重（N）

Ｄ：鉄筋の直径（mm）

α：コンクリートの圧縮強度に対する

補正係数　α＝30／σc

σc：同時に作製した円柱供試体材齢28

日の圧縮強度（N/mm2）

② すべり量が0.002Dの付着応力度を計算する。

③ 最大付着応力度は，引張荷重に最大荷重を代

入して計算する。

〇判定

鉄筋の付着強さは，次の事項を満足しなければ

ならない。すべり量が0.002Dの付着応力度は，

3N/mm2以上とする。

〇おわりに

鉄筋コンクリート構造物内における鉄筋とコン

クリートとの付着性状は多様であって，これを単

一で簡単な試験方法によって評価することは極め

て困難である。しかし，鉄筋の表面形状やコンク

リートの品質などの材料特性を比較する場合でも

構造物内の応力状態にできるだけ近い状態で試験

することが望ましく，また標準試験方法としてな

るべく簡単なものであることが要求される。この

ような観点から，付着強さ試験方法として本規格

の他，JSTM C 8201（両引き試験による鉄筋コ

ンクリートのひび割れ分散性試験方法）を定め，

目的に応じて両方または片方の試験を行い，鉄筋

とコンクリートの付着性能を評価することとし

た。これらの試験方法は，いずれも構造物内の応

力状態や破壊状態に類似するよう配慮されている

が，その試験結果が直接構造計算の資料となるも

のではない。
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表２　測定の間隔

図　引抜き試験用測定装置



○当センタ－では，舗装用アスファルト，防水工

事用アスファルトの品質試験，及び経年劣化後の

アスファルト防水層から採取した接着用アスファ

ルトの劣化の程度を評価する検査で針入度の測定

を行っている。アスファルトの針入度とは，アス

ファルトのコンシステンシ－（軟らかさの度合い）

を表す指標であり，JIS Ｋ 2207（石油アスファ

ルト）の針入度試験方法に規定されている。以下

に試験装置について概要を述べる。

1．アスファルト針入度試験

一定条件下で，アスファルトに規定の針が貫入

する程度を測定する試験。水温25℃の水中におい

て，規定された針入度試験用針に，その針を含め

た質量100ｇで５秒間載荷し，アスファルト表面

からの針の貫入深さ（１／10mmを針入度１とし

て）を測定する。

2．針入度測定試験装置の概要

測定装置の概要はつぎのとおり。（図１及び写

真１）

（1）針入度試験用針

ステンレス鋼（SUS 440－Ｃ）製又は，同等以

上の硬度を有する針を，黄銅製の杖の中心に固定

したもので，質量は2.5±0.02ｇとする。形状，寸

法を図２に示す。
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試験設備紹介

アスファルト針入度
測定試験装置

中央試験所

写真１　アスファルト針入度測定装置

図１　装置の概要



（2）落下装置

針を落下させる装置で留金具を押すことによ

り，針保持具とおもりの付いた針がアスファルト

中に垂直に落下して貫入させることができ，落下

時に摩擦抵抗の無いものとする。

（3）針保持具

針を保持するもので，質量は47.5±0.02ｇとす

る。

（4）おもり

針保持具に取付ける黄銅製管状のおもりで，質

量は50±0.05gとする。

（5）ダイヤルゲ－ジ

針のアスファルトへの貫入深さを，0.1mmまで

読取れるもので，針入度測定用ラックは40mm以

上の上下動ができるものとする。

（6）架台（試験台）

架台は，上下動可能の試験台，金属支柱，水準

器および水平調整ねじを備え，支柱にダイヤル

ゲ－ジ用腕を取付けた構造で，針入度測定時にア

スファルト表面と針先を接触させるのに必要な微

調整機能を備えたものとする。

（7）試験容器

試料のアスファルトを入れる金属製または耐熱

ガラス製平底円筒容器で，針入度200未満のアス

ファルトの場合は深さ約35mm，針入度200以上

のアスファルトの場合は深さ約50mmの容器を用

いる。寸法・形状を図３に示す。

（8）ガラス容器及び三脚形金属台

ガラス容器は図４に示すもので，三脚形金属台

はめっき付きとする。

（9）恒温水槽

試験容器及びガラス容器を並べて入れることが

できる容量10ﾘｯﾄﾙ以上の恒温水槽。水温を25±

0.1℃に保持できるもので，水面から100mm以上，

底から50mm以上の位置に有孔架台を備えたもの

とする。

（10）秒時計

正確度が15分当たり±0.05以内で，最小目盛が

0.1秒のストップウォッチ，電気式タイマー等と

する。

○今回，導入したアスファルト針入度測定試験装

置は半自動装置であり，留金具の載荷開放時間を

電動タイマ－及び電磁石を利用することにより，

針入度試験用針のアスファルト表面への載荷時間

を手動式より正確にコントロ－ルでき，試験結果

の再現性がより一層良好となった。

本装置及びアスファルト試験についてのお問合

わせ先：浦和試験室　TEL 048-858-2790

（文責：材料グル－プ　柴崎俊則）
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図２　針入度試験用針

図３　試験容器 図４　ガラス容器及び
三脚形金属台
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建材試験センターニュース建材試験センターニュース

最近，健康建材あるいは機能性建材としての『調湿建材』が，様々な場面で取り上げられるようになって

います。これは，居住者の室内環境における健康性や快適性の要求の表れといえましょう。

当委員会では，「調湿建材を知る－その現状と課題－」と題し，第3回調湿建材セミナーを開催します。

今回のセミナーでは，今年度の研究活動の成果の一端をご報告するとともに，調湿建材の製品をいくつか

取り上げて，その性能や施工実績など実際の使用例をご紹介致します。

また，調湿性のほか，新たにホルムアルデヒド

のような室内空気汚染化学物質に対する低減化性

能についても現状をご報告します。

◆開催日時：平成17年3月24日（木）

13：00～16：40

◆開催場所：すまい・るホール（東京都）

◆受 講 料：無料

◆定　　員：295名

◆申し込み方法：当財団ホームページ

（http://www.jtccm.or.jp/news/choshitsu.htm）

より申込書をダウンロードし，必要事項をご

記入の上，ファクシミリでお申し込み下さい。

◆お問合わせ先：企画課　TEL 03-3664-9213

建物の新築時やリフォーム・リニューアル後の

建材から発生する揮発性化学物質による健康障害

が社会問題となっていますが，建物の安全・安心

を確保するためにはこれらについての分析が必要

となります。

西日本試験所（山口県山陽町）では，これらシ

ックハウス問題に対応して室内空気及び建築材料

から放散するVOCの分析を行う「ガスクロマト

グラフ質量分析計」を導入し，分析業務を開始し

ました。

本試験の装置に関する詳細はhttp://www.jtccm.

or.jp/news/nishi/gcms3.htmlをご参照下さい。

また試験に関するお問い合わせは下記へご連絡

を下さい。

・西日本試験所試験課

TEL 0836-72-1223 FAX 0836-72-1960

E-mail：shomuka@jtccm.or.jp

ニュース・お知らせ

第3回調湿建材セミナー
「調湿建材を知る―その現状と課題－」開催のご案内

主催：（財）建材試験センター

調湿建材性能評価委員会

室内空気のVOC分析を開始しました

西日本試験所

＜講　　演＞
○「調湿建材の施工事例とその効果」

（株）アメックス協販（株）ウベボード（株），
クリオン（株），大建工業（株），チヨダウーテ
（株），日本インシュレーション（株），三菱商
事建材

○「調湿建材の性能評価方法と測定結果について」
高野敏克／日本インシュレーション（株）生産
事業部中央技術研究所所長

○「各種調湿材料の吸放湿特性」
藤本哲夫／（財）建材試験センター中央試験所
環境グループ統括リーダー

○「ホルム，VOCの吸着低減化方法と調湿建材」
寒河江昭夫／鹿島建設（株）技術研究所 居住環
境グループ上席研究員
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建材試験センター認定マークのお知らせ
－熱伝導率・ASNITE校正事業者－

中央試験所

中央試験所では昨年12月に熱伝導率のASNITE

校正事業者として認定されました。当センターの

認定マークをご紹介します。

当センターが発行する校正証明書には，このマ

ークが付きます。

なお、これらに関する詳細は，小特集・「熱伝

導率・ASNITE校正事業者」として本誌４月号に

掲載を予定しています。

ISO 9001・ISO 14001登録事業者

ISO審査本部では，下記企業（12件）の品質マネジメントシステムをISO9001（JIS Q 9001）に基づく審査の結果，

適合と認め平成16年12月３日，17日，28日付で登録しました。これで，累計登録件数は1844件になりました。

ISO 9001（JIS Q 9001）

登録事業者（平成16年12月13日，17日，28日付）
ISO 9001（JIS Q 9001）

RQ1833

RQ1834

RQ1835

RQ1836

RQ1837

RQ1838＊

RQ1839

2004/12/03

2004/12/03

2004/12/03

2004/12/03

2004/12/03

1998/04/24

2004/12/17

2007/12/02

2007/12/02

2007/12/02

2007/12/02

2007/12/02

2005/04/23

2007/12/16

クリナップロジステ
ィクス株式会社

大谷建材株式会社

株式会社澤田組

株式会社山勝工務店

株式会社菅野工務店

旭化成建材株式会社

株式会社道北土木

東京都荒川区西日暮里6-
22-22
<関連事業所>
いわき営業所

栃木県宇都宮市駒生町
2627

奈良県天理市柳本町692

奈良県天理市別所町81-5

奈良県天理市石上町507-
2
東京都港区東新橋2-12-7
<関連事業所>
企画管理部、環境安全品
質統括部、建材研究所、
建築資材事業部（建築資
材技術部、生産管理部）、
穂積工場、境工場、富士
建材工場
北海道苫前郡羽幌町北3
条2-15

顧客の支給品に対する輸送・
配送業務（“7.3　設計・開発”、
“7.5.2　製造及びサービス提
供に関するプロセスの妥当性
確認”、“7.6　監視機器及び測
定機器の管理”を除く）
レディーミクストコンクリー
トの設計及び製造（“7.5.2　製
造及びサービス提供に関する
プロセスの妥当性確認”を除
く）
土木構造物の施工（“7.3　設
計・開発”を除く）
土木構造物の施工（“7.3　設
計・開発”を除く）
土木構造物の施工（“7.3　設
計・開発”を除く）
軽量気泡コンクリート系製品
（ALC)の設計及び製造

土木構造物の施工及び道路維
持工事（“7.3　設計・開発”
を除く）

ISO 9001:2000（JIS 
Q 9001:2000）

ISO 9001:2000（JIS 
Q 9001:2000）

ISO 9001:2000（JIS 
Q 9001:2000）
ISO 9001:2000（JIS 
Q 9001:2000）
ISO 9001:2000（JIS 
Q 9001:2000）
ISO 9001:2000（JIS 
Q 9001:2000）

ISO 9001:2000（JIS 
Q 9001:2000）

登録番号 登録日 適用規格 有効期限 登録事業者 住　　所 登録範囲



建材試験情報２　’05 53

ニュース・お知らせ／ISO 9001／ISO 14001／性能評価／JISマーク

ISO審査本部では，下記企業（５件）の環境マネジメントシステムをISO14001（JIS Q 14001）に基づく審査の

結果，適合と認め平成16年12月25日，28日付けで登録しました。これで累計登録件数は408件になりました。

ISO 14001（JIS Q 14001）

登録事業者（平成16年12月25日，28日付）

＊他の審査登録機関より移転してきた組織のため，他と「登録日」及び「有効期限」が異なっています。

ISO 14001（JIS Q 14001）

RQ1833 2004/12/03 2007/12/02 クリナップロジステ
ィクス株式会社

東京都荒川区西日暮里6-
22-22
<関連事業所>
いわき営業所

顧客の支給品に対する輸送・
配送業務（“7.3　設計・開発”、
“7.5.2　製造及びサービス提
供に関するプロセスの妥当性

ISO 9001:2000（JIS 
Q 9001:2000）

登録番号 登録日 適用規格 有効期限 登録事業者 住　　所 登録範囲

RQ1840

RQ1841

RQ1842

RQ1843

RQ1844

2004/12/17

2004/12/17

2004/12/17

2004/12/17

2004/12/28

2007/12/16

2007/12/16

2007/12/16

2007/12/16

2007/12/27

協立アルミ株式会社

株式会社光南

小橋北豊株式会社

有限会社金子建設

細田建設株式会社

富山県南砺市久戸10
<関連事業所>
本社工場及び井口工場

岡山県岡山市箕島760-2

北海道札幌市南区川沿18
条1-3
山口県阿武郡福栄村大字
紫福第2137
埼玉県飯能市双柳760-14
<関連事業所>
狭山支店

アルミ複合建材（出窓の屋根
及び底板、庇、断熱玄関ドア、
床下収納、アルミ形材のラッ
ピング加工等）の製造（“7.3
　設計・開発”を除く）
木質建材（ドア・引戸の本体
及び枠、階段、玄関収納等）
の製造（“7.3　設計・開発”
を除く）
橋梁構造物躯体の施工に伴う
役務（支保工組払い、型枠・
鉄筋の加工及び組み立て、PC
鋼線緊張とその他の作業）の
提供（“7.3　設計・開発”、
“7.5.2　製造及びサービス提
供に関するプロセスの妥当性
確認”を除く）
土木構造物の施工（“7.3　設
計・開発”を除く）
土木構造物の施工（“7.3　設
計・開発”を除く）
建築物の設計、工事監理及び
施工

ISO 9001:2000（JIS 
Q 9001:2000）

ISO 9001:2000（JIS 
Q 9001:2000）

ISO 9001:2000（JIS 
Q 9001:2000）
ISO 9001:2000（JIS 
Q 9001:2000）
ISO 9001:2000（JIS 
Q 9001:2000）

登録番号 登録日

RE0404

RE0405

RE0406

RE0407

ISO 
14001:1996／
JIS Q 
14001:1996
ISO 
14001:1996／
JIS Q 
14001:1996
ISO 
14001:1996／
JIS Q 
14001:1996
ISO 
14001:1996／
JIS Q 
14001:1996

2007/12/24

2007/12/24

2007/12/24

2007/12/24

株式会社マグ
土浦工場

西武建設株式会社
関西支店･九州支
店

株式会社誠建設　
（樋脇支店を除く）

株式会社NIPPOコ
ーポレーション
本社

茨城県新治郡千代田町大字上稲
吉字東清水2046-1
<関連事業所>
資材グループ、業務部
大阪府大阪市淀川区西中島5-14-
10　カトキチ新大阪ビル8F

鹿児島県薩摩川内市永利町1883

東京都中央区京橋1-19-11
<関連事業所>
開発部、環境事業室及び技術研
究所、技術開発部、エンジニア
リング部、ISO支援室

株式会社マグ　土浦工場における「グ
ラスウール断熱・吸音材等の製造」
に係る全ての活動（但し、本社組織
が管轄する開発部、製造部を除く）
西武建設株式会社 関西支店･九州支
店及びその管理下にある作業所群に
おける「建築物及び土木構造物の施
工」に係る全ての活動
株式会社誠建設（樋脇支店を除く）
及びその管理下にある作業所群にお
ける「土木構造物の施工」に係る全
ての活動
株式会社NIPPOコーポレーション　
本社における「土木構造物及び舗装
材料の設計」、「土木構造物の施工
と舗装材料の製造に係る支援業務」、
「土地の環境影響調査」及び「不動
産業務」に係る全ての活動（但し、
北方技術研究所、関西営業部、建築
部、エネルギー事業部、エネルギー

適用規格 有効期限 登録事業者 住　　所 登録範囲

2004/12/25

2004/12/25

2004/12/25

2004/12/25
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登録番号 登録日

RE0404 ISO 
14001:1996／
JIS Q 
14001:1996

2007/12/24 株式会社マグ
土浦工場

茨城県新治郡千代田町大字上稲
吉字東清水2046-1
<関連事業所>
資材グループ、業務部

株式会社マグ　土浦工場における「グ
ラスウール断熱・吸音材等の製造」
に係る全ての活動（但し、本社組織
が管轄する開発部、製造部を除く）

適用規格 有効期限 登録事業者 住　　所 登録範囲

2004/12/25

RE0408 ISO 
14001:1996／
JIS Q 
14001:1996

2007/12/27 洋林建設株式会社 山口県周南市平和通り1-26

営業部、大宮機械置場、海外の事業
所・工事事務所及びJV工事事務所を
除く）
洋林建設株式会社及びその管理下に
ある作業所群における「土木構造物
及び建築物の設計並びに施工」に係
る全ての活動

2004/12/28

建築基準法に基づく性能評価書の発行
性能評価本部では，平成16年12月１日から12月28日までの42件について，建築基準法に基づく構造方法

等の性能評価を終え，性能評価書を発行しました。これで，累計発行件数は1984件となりました。なお，

性能評価を完了した案件のうち，掲載を希望された案件は次の通りです。

建築基準法に基づく性能評価終了案件（平成16年12月1日～平成16年12月28日）

グラスウール保温板充てん／塗装／亜鉛
めっき鋼板・ウレタンフォーム・構造用
合板表張／せっこうボード裏張／木製枠
組造外壁の性能評価
ポリエステル不織布張／ロックウール繊
維板の性能評価
木質系片開き戸の性能評価

パーライト混入／セメント板の性能評価

塩化ビニル樹脂系壁紙張／基材（準不燃
材料）の性能評価
塩化ビニル樹脂系壁紙張／基材（不燃材
料（金属板を除く））の性能評価
塗装溶融亜鉛めっき鋼板・フェノール
フォーム保温板・構造用合板表張／せっ
こうボード裏張／木製枠組造外壁の性能
評価
水幕を用いた防火設備の性能評価

特殊セメントを主な材料とした設計基準
強度39N/mm２～60N/mm２のコンクリー
トの品質性能評価
耐熱板ガラス入ステンレス製両開き戸（欄
間付き）の性能評価

普通ポルトランドセメントを主な材料と
した設計基準強度39N/mm２～60N/mm２、
中庸熱ポルトランドセメントを主な材料
とした設計基準強度 3 9 N / m m２～
60N/mm２及び低熱ポルトランドセメン
トを主な材料とした設計基準強度
39N/mm２～60N/mm２のコンクリートの
品質性能評価

ＨＫ金属サイディ
ング

サンシール　ＡＳ
８７
ＦＣ－ＷＯＯＤ

カルフォーム

オカモトＳＮ－Ｆ

オカモトＮＣ－Ｆ

ネオマフォーム外
張り工法（スパン
ドレル仕様）

ウォータースク
リーン

－

耐熱強化ガラス入
り特定防火設備　
タナファイア　
DSP24

－

北海鋼機株式会社

株式会社アサヒ産
業
株式会社エヌエス
ディ
菊水化学工業株式
会社
オカモト株式会社

オカモト株式会社

旭化成建材株式会
社

鹿島建設株式会社
／ホーチキ株式会
社
八洲コンクリート
株式会社

田中サッシュ工業
株式会社

川越生コン株式会
社

防火構造　耐力
壁　30分

不燃材料(20分)

防火戸その他の
防火設備
不燃材料(20分)

準不燃材料

不燃材料(20分)

防火構造　耐力
壁　30分

特定防火設備

指定建築材料

特定防火設備

指定建築材料

法第2条第八号

法第2条第九号(令
108条の2)
法第2条第九号
の二ロ
法第2条第九号(令
108条の2)
令第1条第五号

法第2条第九号(令
108条の2)
法第2条第八号

令第112条第1項

法第37条第二号

令第112条第1項

法第37条第二号

2004/12/13

2004/12/9

2004/12/17

2004/12/9

2004/12/13

2004/12/13

2004/12/16

2004/12/13

2004/12/1

2004/12/13

2004/12/1

04EL277

04EL291

04EL296

04EL306

04EL307

04EL308

04EL314

04EL315

04EL319

004EL325

04EL348

受付番号 完了日 性能評価の区分 性能評価の項目 件　名 商品名 申請者名
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ニュース・お知らせ／ISO 9001／ISO 14001／性能評価／JISマーク

グラスウール保温板充てん／塗装／亜鉛
めっき鋼板・ウレタンフォーム・構造用
合板表張／せっこうボード裏張／木製枠
組造外壁の性能評価

ＨＫ金属サイディ
ング

北海鋼機株式会社防火構造　耐力
壁　30分

法第2条第八号2004/12/1304EL277

受付番号 完了日 性能評価の区分 性能評価の項目 件　名 商品名 申請者名

普通ポルトランドセメントを主な材料と
した設計基準強度39N/mm２～60N/mm２、
中庸熱ポルトランドセメントを主な材料
とした設計基準強度 4 2 N / m m２～
60N/mm２及び低熱ポルトランドセメン
トを主な材料とした設計基準強度
42N/mm２～60N/mm２のコンクリートの
品質性能評価
普通ポルトランドセメントを主な材料と
した設計基準強度36N/mm２～60N/mm２
のコンクリートの品質性能評価
普通ポルトランドセメントを主な材料と
した設計基準強度39N/mm２～54N/mm２、
中庸熱ポルトランドセメントを主な材料
とした設計基準強度 3 9 N / m m２～
70N/mm２及び低熱ポルトランドセメン
トを主な材料とした設計基準強度
39N/mm２～60N/mm２のコンクリートの
品質性能評価
普通ポルトランドセメントを主な材料と
した設計基準強度36N/mm２～60N/mm２
のコンクリートの品質性能評価
紙系壁紙の性能評価

－

－

－

－

百万石手漉き和紙

クマコン熊谷株式
会社　大宮工場

太陽生コン株式会
社

株式会社山一コン
クリート

北海道デンカ生コ
ンクリート株式会
社
石川県インテリア
事業協同組合

指定建築材料

指定建築材料

指定建築材料

指定建築材料

令第20条の5第4
項に該当する建
築材料

法第37条第二号

法第37条第二号

法第37条第二号

法第37条第二号

令第20条の5第4
項

2004/12/1

2004/12/17

2004/12/6

2004/12/17

2004/12/21

04EL349

04EL350

04EL351

04EL358

04EL377

JISマーク表示認定工場

認定検査課では，下記工場をJISマーク表示認定工場として認定しました。これで，当センターの認定

件数は147件になりました。

JISマーク表示認定工場（平成16年12月９日付）

この他，11月までに完了した案件のうち，これまで掲載できなかった案件は次の通りです。

塩化ビニル樹脂系壁紙張／基材（準不燃
材料）の性能評価
塩化ビニル樹脂系壁紙張／基材（不燃材
料（金属板を除く））の性能評価

オカモトＳＮ－V
Ⅱ
オカモトＮＣ－Ｖ
Ⅱ

オカモト株式会社

オカモト株式会社

準不燃材料

不燃材料(20分)

令第1条第五号

法第2条第九号(令
第108条の2)

2004/11/12

2004/11/12

04EL253

04EL254

受付番号 完了日 性能評価の区分 性能評価の項目 件　名 商品名 申請者名

3TC0414 レディーミクス
トコンクリート

株式会社小沢商店小沢生コン工場 神奈川県横浜市旭区上川
井町72-6

Ａ５３０８
レディーミクストコンクリート
普通コンクリート・舗装コンクリ
ート

認定番号 認定年月日 指定商品名 認定工場名 住　　所 認定区分

2004/12/9
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首都直下地震想定―火災の被害甚大

中央防災会議

中央防災会議の専門調査会が発表した首都直下地
震の被害想定では，特に火災による人的・建物被害
の大きさが浮き彫りとなった。
専門調査会は，地震学的に最も発生の根拠がはっ

きりしている東京湾北部直下の地震で，被害想定の
詳細な分析を行った。冬の午後6時に発生し，風速
が15mの場合，予想される最大約1万1千人の死者の
うち，57%の約6干2百人が火災で死亡。全壊・焼失
約85万棟のうち，77%の約65万棟が火災によるもの
だ。「火災対策が急務」との声は調査会の議論でも
多く，今後の大きな課題に。大都市特有の「帰宅困
難者」や，想定によっては人的被害がさらに拡大す
る恐れなど，今後の防災の様々な問題点も明らかに
なった。

2004.12.16 日本経済新聞

フロン回収量3.5%減少

経済産業省，環境省

経済産業省と環境省はこのほど，フロン回収破壊
法に基づく平成15年度末の業務用冷凍空調機器から
の冷媒フロン回収量調査結果をまとめた。今回の調
査は，冷凍空調機器のフロン回収状況に関する2回
目の調査となるもの。
それによると，フロンの回収量は前年度比3.5%減

の1,889トンと減少した。これらのうち，破壊業者
に引き渡されたのは75.4%，再利用されたのは16.8%
で，再利用率は前年度より4.7ポイント下降した。
これは，大規模施設の取り壊しがなかったほか，回
収された機器に大型の機器が少なかったことなどに
よるものとみられる。

2004.11.23 設備産業新聞

JISマーク公募に5,000件

経済産業省

新しいJISマークに約5,000件の応募が殺到－。経
済産業省がJIS法改正に合わせて一新するJISマーク
を公募したところ，4,879件と，通常のデザイン公
募を大幅に上回る応募者があり，関係者を驚かせて
いる。プロのデザイナーだけでなく，11歳から91歳
という幅広い層から力作が集まった。現行のJISマ
ークは当時の通産省役人が作成したものだが，デザ
イン的にも高い評価を受けている。それだけに「新
JISマークはそれに替わるものとして高い関心を集
めたようだ」(認証課)という。
経産省は同省の講堂に全作品を掲示し，第一次選

考作業を行った。今後，2次選考を経て2月の日本工
業標準調査会・JISマーク専門制度委員会で最終決
定し，3月に一般に公表する予定。

2004.12.24 日刊工業新聞

急の電子化に中小困惑

建設通信新聞調べ

"電子自治体"に中小建設業が苦戦－。入札参加資
格の申請手続きを電子申請に限定する動きに，中小
建設業の間で動揺が広がっている。2004年12月から
初めて電子申請の受け付けを開始した東京都内20区
のうち，9割の18区が紙での資格申請を認めず，全
面的な電子化に踏み切った。通常は紙との併用から
段階的に電子申請を導入しているが，政府が電子自
治体の構築を進める中で，経過措置もなく，いきな
り電子化を迫られたかっこう。電子化に対応できな
い業者に，紙による申請を認めなければ，登録業者
として事実上の切り捨てになりかねない。なかには
電子認証の必要性を認知していない業者もあり，今
後全国的に広がるであろう電子申請普及の課題が浮
かび上がってきた。

2004.12.15 建設通信新聞

情報ファイル情報ファイル

ニュースペーパー
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ニュースペーパー／外部情報

2010年問題 8割が「対策必要」

建設通信新聞調べ

現在の建設業界を支える団塊世代が一斉に定年を
迎える2010年問題。技術の継承とともに，受注量確
保のためにも，各社にとって資格取得者の確保は喫
緊の課題となっている。完成工事高上位81社の建設
企業を主な対象とし，2010年問題への対策，今後重
点的に資格者数を拡充する資格，資格取得に向けた
優遇措置などを調べた。
その結果，約8割が2010年問題への対策が必要と

し，中途採用や再雇用などを通じて技術資格者の確
保に動いている。最も多くの企業が拡充したいと答
えた資格は一級建築士。続いて一級土木施工管理技
士，一級建築施工管理技士と続く。また，職員の資
格取得に向けた取り組みを聞いたところ，約9割が
何らかの優遇措置を取っていた。

2004.12.15 建設通信新聞

電線ネット2006年解禁へ

総務省

総務省は家庭の電源コンセントにパソコンや家電
のプラグをつなぐだけで高速インターネットに接続
できる「電力線通信」を，2006年にも解禁する検討
に入る。通信用の大掛かりな配線工事が不要なため，
ネットを通じてエアコンや冷蔵庫などを遠隔操作す
るネット家電が利用しやすくなり，普及に弾みがつ
く。当面は屋内の配線にとどまるが，将来は全国の
電線網にまで利用を認める公算があり，光ファイバ
ーと並ぶ通信手段として通信業界の競争を促し，料
金引き下げなどの効果も見込まれる。
電力線でデータを送る技術はすでに確立し，スペ

インなどで実用済み。同省は電波による通信妨害防
止技術の開発を急いできた。

2004.12.21 日本経済新聞

絶対高さ制限ほぼ全域に導入

東京都新宿区

東京都新宿区はJR新宿駅周辺の商業地域などを除
くほぼ全域に絶対高さ制限を導入する方針を決め
た。規制の対象は1,426ヘクタール。ただし，都市
再生特別措置法に基づく緊急整備地域に指定されて
いる地域や，副都心整備計画の整備エリアなどは除
く。高さ制限は住宅地の20mから商業地域の60mま
で10mごとに5段階設定する。
2005年1月に住民説明会を始め，来夏の都市計画

決定を目指す。都内では目黒，世田谷区なども絶対
高さ制限を導入しているが，都心区で，区面積の約
8割を対象にした規制は例がない。極端に高さが異
なる建物の建設を防ぐとともに，住民のまちづくり
への関心を高め，土地の有効な高度利用と街並み景
観との調和を目指す。

2004.12.15 日本経済新聞

（文責：企画課田口）

第295回コンクリートセミナー
『コンクリート技術＊新時代』
主催：社団法人セメント協会

・日時・会場：
2005年3月2日(水）10:00～17:10 
ヤマハホール（中央区銀座）

・受講料：10,000円（テキスト代含む）

第37回セメント系固化材セミナー
『環境時代の個化処理を見すえて』

主催：社団法人セメント協会

・日時・会場：　
2005年2月25日(金)9:30～16:20
ＫＫＲホテル札幌５階・丹頂（札幌市）

・受講料：12,000円（テキスト・資料代含む）

●上記講演内容及び申し込みについては下記へ
お問い合わせ下さい。
社団法人セメント協会普及部門

TEL 03-3523-2705   FAX 03-3523-2700
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梅の花便りがあちらこちらから届く季節になりました。今冬は暖
冬で，気の早い梅の木が年を越える前に花を咲かせたというニュー
スもあったと記憶しています。白・淡いピンク・紅等様々な色と種
類で咲く可愛らしい花は，少し控えめでも充分に春の訪れを感じさ
せてくれます。都内で都心まで差ほど遠くないJR線の，とある駅の
駅前は一昨年前まで，それは見事な梅林で，駅を利用する多くの
人々の心を和ませてくれていました。でもそこも今は全てアスファ
ルトの駐車場になってしまいました。偶然撮った梅林の写真が最後
の年のものとなり懐かしい思い出の写真となってしまいました。太
陽と空気と水と緑は，皆が平等に享受できるもの…？。環境は私達
が創っているのかもしれませんが…
マンションや再開発等による建設ラッシュのなか，我が家の新居

探しでは，マンションも戸建て住宅も，陽当たりの良い南側は高額
で，間取りを見るとまるでお日様の切り売り状態にため息。
空気は，24時間強制換気に，空気清浄機能付きの空調機は多種多

様にあり新製品が続々登場。「湯水のように…」といった日本語は死
語になりつつあるかのように，飲料水は購入するか，水道に浄水器
を付けるのは当たり前の時代になっています。緑は，公営の公園か
小さな小さなベランダか庭にささやかな緑でガーデニング？　子供
の頃，都内で育った私ですが，小さな家の小さな庭にはお日様が当
たり，自然換気一杯の家に，近所の原っぱ，水を普通に飲んでいた
のにと思ってしまうのは，私がそれだけ年代ものの世代になってし
まったのでしょうか…。本当は？，お金では買えないものが，お金
で買うしかなくなるのは『残念！』です。 （今竹）

あ と が き

ご購読ご希望の方は，上記㈱工文社
までお問い合せ下さい。

本誌の表紙デザインが１月号よりガラリと変わりまし
た。当センターと人々の繋がりを表現したデザインで，色
調も女性編集委員の意見が反映され，ちょっとレトロ調な，
これまでとは一変した感じになりました。
さて，昨年はスマトラ沖地震，新潟中越地震そして風水

害と，自然災害により多くの人命が奪われ，また建築物に
も沢山の被害を受けました。これを機に，改めて“建物の
安全”についての関心が高まって来ています。今月号には，
芝浦工業大学の藤澤先生に「戸建て住宅の生産性と品質保
証体制」と題しご寄稿いただいております。また，工事材
料部からは「住宅基礎コンクリートの品質管理試験」につ
いて，関連試験の概要を紹介しております。
“川の流れのように”と，コンクリート打ちが揶揄され

ないよう，建築現場での一段の努力が望まれるところです。
（高野）

本誌１月号に次の誤りがありました。訂正してお詫び申
し上げます。 ６頁 タイトルの下，囲みの部分２行目

社会法人（誤）→　社団法人（正）

訂正とお詫び
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